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Libyan Civil War and Security Destabilization in the Sahara Region: 
Analysis Model of Vicious Circle from the Collapse of the Governance and Order 
 
Summary 
This dissertation determines why the political and security situation had 
destabilized in Libya after the collapse of Qadhafi regime in 2011, and how the 
destabilization of Libya had affected the political and security situation of Sahara-Sahel 
region, focusing on the period from the civil war in Libya in 2011 through the end of 
2018 
2011 Libyan Civil War and the collapse of Qadhafi regime has destroyed the domestic 
political and security system of the country. Political conflicts have been intensified in 
the process of state (re-)building at the transitional period. The transitional 
governments were fragile and not able to concentrate the power and provide security 
throughout the country. It enabled non-state actors such as ethnic or regional groups, 
militias, and violent extremist groups to gain the political and military power. The 
Islamic State (Daesh) had once succeeded territorial control during 2014 to 2016.  
Libya’s destabilization had large spill-over effect on the vast Sahara-Sahel region. 
various factors were intertwined and destabilized the vast region, which include 
proliferation of firearms, emergence of non-state violent actors, foreign military 
intervention, and explosion of irregular migration. In addition, change of weather 
pattern had intensified conflicts over natural resources and migration, and made the 
region more unstable. Since law enforcement, security management and border control 
were porous in the region, the “ungoverned spaces,” the places where central 
governments are unable to control, have spread. “Ungoverned spaces” have created the 
safe haven for non-state violent actors to operate, train, transport and smuggle, and the 
geopolitical risks of the vast region were increased as a result.  
There are many challenges for stabilizing both Libya and the Sahara-Sahel region. It is 
needed for the regional countries and international community to address the 
intertwining factors of destabilization, and involve diverse actors so that they could 
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家建設が進まず治安が悪化し、2014 年から 2017 年にかけては IS が領域支配を行うまでに
なった。また、世界有数の産油国でありながら、その原油生産・輸出は治安リスクに大き
く揺さぶられており、経済発展も妨げられている。 

































































































































































































分析の主たる対象とした時期は、2011 年のリビア内戦勃発前後から 2018 年末までであ
る。ただし、リビアの政治動向やサハラ砂漠周辺地域の治安動向など、情報の更新が可能
であり、必要と思われる部分に関しては、2019 年以降まで分析時期を延長した。 









2010 年 7 月〜9 月 リビア 
2012 年 2 月 リビア 
2013 年 10 月 リビア 
2014 年 7 月〜8 月 セネガル、モーリタニア 
2014 年 9 月 米国 
2014 年 12 月〜2015 年 3 月 ケニア 
2015 年 12 月〜2016 年 3 月 米国 
2016 年 2 月 エジプト 
2016 年 9 月 イスラエル 
2017 年 9 月 エジプト 
2018 年 1 月 米国 
2018 年 3 月 イタリア 
2018 年 11 月 米国 
2019 年 1 月 チュニジア 


























年 12 月〜2015 年 3 月）と米国の戦略国際問題研究所（2015 年 12 月〜2016 年 3 月）にて








































































第 2 章 2011 年リビア内戦とカッザーフィー政権崩壊 













急激な経済成長が見込まれていた。しかし、2011 年 2 月には「アラブの春」が波及する形
でリビアでも反体制運動が勃発した。反体制運動は全国規模の内戦へと発展し、諸外国の
軍事介入を招いた。これにより、カッザーフィー政権側は政治的、軍事的に大きく後退し、




























































第 5 章 リビアの不安定化と「非統治空間」の発生 



































第 6 章 気候変動がもたらしたサハラ砂漠周辺地域の不安定化 





























第 7 章 5D 世界地図システムを用いた中東・北アフリカの不安定化の分析 


























































図 3 リビア地図 
出所：United Nations Geospatial Information Section 3
                                                   
 
































リビアの国土面積は約 176 万 km2 であり、日本の約 5 倍に相当するものの、国土の大部
分は砂漠･乾燥地であり、人口の大部分は地中海沿岸の都市部に居住している。内陸部には
オアシスから発展した地方都市が点在している。東にエジプト、南東にスーダン、南にチ






















































































































1969 年 9 月、青年将校であったムアンマル・カッザーフィーが軍事クーデターを実行し、
政権を奪取した。以降、リビアは 1969 年から 2011 年までの 42 年間に渡ってカッザーフィ
ー政権の統治下にあった。カッザーフィーは豊富なオイルマネーを利用して諸外国の反政
府組織の支援、欧米に対するテロ活動、核兵器を含む大量破壊兵器の開発などを行った。
そのため、リビアは 1980 年代から 2000 年代前半まで、国連および米国による経済制裁の





ア情勢の混乱はさらに深刻化している（第 5 章を参照）。 
2018 年現在のリビアは、人口約 650 万人、国民の 97％はアラブ人であり、残りをベルベ
ル人と少数民族のトゥアレグ（アザワド）、トゥーブが占める。主要な言語はアラビア語、
主要な宗教はイスラーム教スンナ派（一部にイバード派）である。確認原油埋蔵量は約 471
億バーレルともいわれ、オイルマネーに支えられて GDP は約 631 億ドル（2017 年）、1
人当たり GDP は約 9,700 ドルとアフリカ諸国の中では比較的高位にある。しかし、2011





















カッザーフィーの政治思想は 1975 年に『緑の書（The Green Book）』としてまとめら
れた。1977 年には、南部の都市サブハーにおいて、公式国名を「リビア・アラブ社会主義






















カッザーフィー政権存続の第 2 の要因は、豊富なエネルギー資源である。1969 年のクー
                                                   
 













国家収入を劇的に増加させた。1969 年のクーデター以前の 5 年間の石油収入合計は 12 億








2006 年のリビアの国家予算における歳入は 440 億ドルであり、そのうち炭化水素部門は
409 億ドル、割合として 93%を占めた。リビアの国家財政収入に占める炭化水素部門の割
合は、2003 年以降 80%後半から 90%前半と、常に高い水準にある。リビアの経済は原油価









































約 1 万５,000 人のアメリカ人が駐留していた。もしクーデター実行後に国内が混乱するよ
うなことがあれば、米・英の干渉に口実を与えることは避けがたく、そうなれば政治基盤
の脆弱なカッザーフィー政権に対抗手段はなかった。実際には、革命政権の要求により 1969
年 12 月には両国との交渉が成立し、1970 年には駐留軍の撤収が完了した。軍事衝突や大
規模デモによらない外国基地の撤収は、リビア国民を大いに満足させるものであり、交渉
の成功はカッザーフィー政権の正統性を大きく向上させたといわれる。 











































存在は、石油権益、国内市場への外資の誘致、2001 年 9 月 11 日以降激化する「グローバ












2007 年から 2009 年まで駐リビア日本大使を務めた小河内敏朗は、変化するリビアの街
並みについて以下のように述べている。 
 










測されていた。革命から間もない 1970 年〜80 年代には、ジャマーヒーリーヤ思想に代表
される先鋭的な思想を国民に押し付け、思想統制や焚書を行い、多くの政治犯や亡命者、
さらには革命の同志までも処刑したことも事実である。政治的抑圧の記憶は、弾圧の嵐が
                                                   
 
6 世界銀行「世界開発指標（World Development Index）」によると、2010 年時点でのリビアの国民人口










せたことが、国内の強硬派やイスラーム過激派を刺激していた。2007 年 11 月には、アル
＝カーイダ幹部アイマン・ザワーヒリーがカッザーフィーを非難すると共に、リビア国内













チュニジアでは、ザイン・アル=アービディーン・ベン・アリー大統領（Zine El Abidine 















エジプトでも、ホスニー・ムバーラク大統領（Husni Mubarak）が 1981 年以来 30 年間
政権を維持し、さらに息子ガマール・ムバーラク（Gamal Mubarak）への権限委譲を画策




権を見限った軍によって引導を渡される形で、同年 2 月 11 日に政権は崩壊、軍最高評議会
が暫定的に全権を掌握した。軍は反政府運動が進む中で、政治的発言力と既得権益の保持
を優先し、ムバーラク政権を見限ったのである。その後、軍最高評議会による政治運営に
おいては、2011 年 3 月の「憲法宣言」（新憲法制定までの統治原則）や 2012 年 6 月の「憲
法宣言」修正など、軍の既得権益維持を目的とした行動が見られた。 
2012 年 5 月、エジプト史上初となる自由な大統領選挙が行われた。1 回目の選挙ではム















作業を進めた。翌年 2014 年 1 月 14 日から憲法改正に関する国民投票が実施され、98.1%








壊から 4 日後の 2011 年 2 月 15 日、リビア東部の都市ベンガージーにて暴動が発生した。
カッザーフィー政権は政治犯の釈放などで沈静化を図るが、2 月 17 日には「怒りの日」と
して首都トリポリを含めた複数の都市において抗議行動が発生、デモ隊と治安部隊の衝突
により死者が発生した。抗議運動に対抗するため、数千人規模の政府支持デモが開かれ、





表 1 「アラブの春」の推移 
2010 年 
12 月 














































を始めた。2 月 27 日、カッザーフィー政権から離反したムスタファー・アブドルジャリー
ル（Mostafa Abdeljalil）前司法書記がベンガージーにて暫定政権「リビア国民評議会







ある（United Nations Security Council 2011a）。 
2011 年 3 月に入ると、リビア東部で NTC 内部の勢力の編成と協力が進み、また個々に
展開していた軍事組織が「NTC 軍事委員会」という形で統制され、NTC が政治主体とし
て整備されてくる。3 月 10 日にはフランス政府が NTC をリビアにおける正式な政府とし




戦場での年間死亡者数が 1,000 人を超えるもの」とする（Henderson and Singer 2000）。
リビアの政変は 1 年間に満たず終結したが、戦死者はカッザーフィー政権側と NTC 側を合
計して 1 万人を超えるとされており、ヘンダーソンとシンガーの定義に該当するといえよ
う。 
3 月 17 日、（1）リビアの民間人保護、（2）飛行禁止空域設定、（3）武器輸出禁止の
強化、（4）カッザーフィー政権の資産凍結－などのカッザーフィー政権に対するより強
い制裁内容を盛り込んだ「安保理決議 1973 号」が採択された（United Nations Security 
Council 2011e）。 
しかし、西側諸国の停戦勧告に政府軍が応じず、NTC の地域に激しい攻撃を行ったこと
を受けて、3 月 19 日未明から欧米がリビアへの攻撃を開始した。軍事作戦「オデッセイの
夜明け（Odyssey Dawn）」の下、欧米の連合軍はリビアの軍事戦略上の標的に対し、一夜
中の空爆を実行した。特に米・英はリビア近辺の地中海沖からミサイル攻撃を行い、リビ







3 月 31 日には軍事指揮権が米軍から NATO に移譲された。これにより、米軍は飛行禁止
空域の監視や標的情報の提供など「後方支援役」に退き、NATO が武器禁輸履行のための
船舶臨検、飛行禁止空域の設定・維持、リビア政府軍地上部隊に対する空爆指揮を行うこ
ととなった。10 月 31 日の軍事作戦終了時までに、計 18 ヵ国から戦闘機 300 機以上が結集
し、艦船などを合わせて 2 万 6,000 回の出動、9,600 回の空爆が行われた（NATO 2012）。 
 








局は不透明であった。また、NATO 加盟諸国は 2010 年からの欧州金融危機により、リビ









3 月 29 日、国連、EU、NATO、アラブ連盟などがリビア問題を協議する外相級会合「リ
ビア連絡調整グループ（Libya Contact Group）」の会合がロンドンで開かれた。これを皮
切りに同様の会合が中東と欧州で行われ、5 月 5 日のローマ会合では、「カッザーフィー政
権が正統性を完全に喪失した」ことが確認された（外務省 2011）。また、7 月 15 日に行
われたイスタンブール会合では、カッザーフィー政権の正統性が失われ、NTC がリビア国
民を代表する統治機関であることが確認された（NATO 2011b）。 




の重要な拠点を失った。27 日までには市内全域が制圧され、首都トリポリは NTC の指揮
下に入った。これをもって、NTC のアブドルジャリール議長は｢カッザーフィー政権の崩




する支援も加速した。「リビア連絡調整グループ」の第 5 回会合は 2011 年 9 月に行われる
予定であったが、8 月下旬に首都トリポリが反政府勢力によって制圧されたことを受けて、
8 月 25 日にニューヨークで急遽開催され、カッザーフィー政権崩壊以降のロードマップ検
討が行われた。ここで、国連安保理が 2 月に凍結したリビアの資産の一部、15 億ドルを解
除することが決定された。 





また、9 月 1 日には、フランス政府の呼びかけにより「リビア連絡調整グループ」の枠組








が国際機関として参加した。9 月 16 日には、国連安保理決議 2009 号により「国連リビア
支援団（United Nations Support Mission in Libya: UNSMIL）」が設立された（United 
Nations Security Council 2011d）7。 
























                                                   
 























「保護する責任（Responsibility to Protect）」を履行した事例として注目された。 
2011 年 2 月 24 日、国連人権理事会（United Nations Human Rights Council）の特別会
合が開かれ、リビア政府の反体制運動弾圧における人権侵害に関する調査委員会の設置を
決定した8。調査委員会は、武力紛争において大規模に生じた人権、人道法の重大な侵害に
ついて調査し、責任者への措置などを含む勧告を行う機関である。また、同年 3 月 1 日の
国連総会では、「大規模かつ組織的な人権侵害」を根拠としてリビアの人権理事会メンバ
ー資格の停止が決定された。この決議案は、多数のアラブ諸国やアフリカ諸国を含む 72 カ
国の政府によって共同で提案され、全会一致で採択された（Human Rights Watch 2011）。
2 月 25 日には国連安保理の特別会合が緊急に開催された。この席上でリビア大使がカッザ
ーフィーを非難し、国連に民間人の保護を求める異例の演説を行った。 
2 月 26 日、国連安保理は「決議 1970 号」を採択した。同決議では、リビアにおける「文
                                                   
 
8 日本語訳：国連広報センター「S-15/2 リビア・アラブ・ジャマ－ヒリ－ヤにおける人権の状況」2011










人道的支援、継続的な取組み等が決定された（United Nations Security Council 2011b）9。 



















決議にもとづいて、実際に 2016 年 3 月 19 日から空爆が実行された。他方で、どこまで
の軍事作戦によって「民間人の保護」という目的が達成できるのか、カッザーフィー政権
および軍がどこまでの能力と資源を失えば「国際の平和と安全に対する脅威」でなくなる
                                                   
 
9  日 本 語 訳 ： 国 連 広 報 セ ン タ ー 「 安 全 保 障 理 事 会 決 議 1970(2011) 」 2011 年 2 月 26 日 、
http://www.unic.or.jp/files/s_res_1970.pdf. 












員会（International Commission on Intervention and State Sovereignty: ICISS）」が 2001 年
12 月に公表した同名の報告書に由来する（ICSS 2001; 川西 2007）。 
欧米諸国や国際機関は、1992 年のソマリア危機、1994 年のルワンダ虐殺、1995 年のボ
スニア紛争での民族浄化などを効果的に抑止することができず、1999 年にコソヴォや東テ
ィモールで同様の危機に直面した際に、「人道介入」についての議論を活発化させた。ま
た、NATO は 1999 年、安保理決議がないままにコソヴォ空爆を行い、「国際的な人道危
機」への対処のためであると理由付けた。このような情勢下で紛争下の文民の保護につい
て国連安保理での議論が行われ、1999 年 9 月にアナン国連事務総長の報告が出され、続い
て「武力紛争下の文民の保護」についての安保理決議が行われた（United Nations Security 
Council  1999）。さらにアナン事務総長は、9 月の総会においていかなる時に人道的な
軍事介入が行われるべきかをより明確にすることを呼びかけた（United Nations Security 
Council 1999:1-4）。 


























































らした（CBS News 2011b）。 
中央情報局（Central Intelligence Agency: CIA）は内戦の早い段階からチームをリビアに







しかし、このような軍や情報機関の注意喚起にもかかわらず、2011 年 3 月末までには、
オバマ大統領は CIA に対して反政府勢力の支援を承認したとみられている（Hosenball 





























れた化学兵器や核物質の監視を行い、内戦以降も化学兵器禁止機関（Organisation for the 






1969 年から 42 年間存続したカッザーフィー政権下では、独自の政治思想による個人独
裁体制が敷かれ、豊富な石油資源と 2000 年代の政治改革によって安定が担保されてきた。
その中で、チュニジアでの反政府デモから始まった「アラブの春」がリビアに「2 月 17 日
革命」という形で波及し、カッザーフィー政権の崩壊に至った。内戦には多様なアクター
が関与し、諸外国が軍事介入を行ったことが内戦後の国家建設の停滞の要因となった。 







IMF によれば、今回の内戦によるリビアの経済損失額は約 350 億ドル（2010 年 GDP で



























表 2 リビアにおける化学兵器・核物質廃棄をめぐる出来事 
2011 年 
2 月 23 日 OPCW の報道官は、リビアが 2010 年にマスタード・ガスの備蓄量の約 54％
に当たる約 13.5 トンを破棄したと AP 通信に伝えた。 
2 月 26 日 国連安保理、カッザーフィー政権の反政府運動への弾圧を非難する「決議
1970」を採択。OPCW は、緊張が高まる中で、機械の故障によりマスタード・
ガスの破壊が停止したと発表。 
3 月 17 日 国連安保理、リビアの内戦に対する介入を承認する「決議 1973」を採択。飛
行禁止区域の設定、武器禁輸の強化、検査強化を含める。 
3 月〜10 月 内戦の深刻化。国際社会の NTC 承認が進む。米国政府は、内戦下でリビア
国内のマスタード・ガスと通常兵器の備蓄が保たれていると発表。 
9 月 23 日 IAEA、カッザーフィー政権が放棄した核物質倉庫でイエローケーキの残存を
確認。兵器利用には適さないため高度の脅威とはみなされず。 
10 月 20 日 カッザーフィー拘束・殺害。 
11 月 1 日 NTC は OPCW に対し、前政権が未報告であった 2 つの化学兵器備蓄を正式
に報告。NTC は OPCW の計画に沿って、兵器材料の破壊を再開。 




1 月 17 日〜19 日 OPCW の検査官、未報告であった化学兵器の確認のためにリビアを訪問。 
4 月 リビアに残存する化学兵器の破壊が 2012 年 4 月 29 日の締切に間に合わない
見込み。2015 年の核兵器不拡散条約締約国会議の準備委員会に作業国の文書
を提出、核軍縮への同国のコミットメントと IAEA 当局と規制の遵守を確認。 
4 月 25 日 OPCW は、カナダの資金援助の下、リビア国内のマスタード・ガスの備蓄の
破壊を開始すると発表。 
5 月 政府は、マスタード・ガスの破壊を 2013 年 3 月に再開し、2016 年 12 月まで
に完了するために、OPCW に改訂案を提出。 
5 月 27 日〜28 日 OPCW 総裁がトリポリを訪問、ビン・カイヤール外務大臣、アブドゥルアジ
ーズ外務次官らと面会。リビア政府は残存する化学兵器の早期破壊を再確認。 





9 月 20 日 IAEA、2012 年から 2017 年までのリビアの国別プログラム枠組み（CPF）を
承認、署名。原子力技術と資源の経済利用を明示。その他に IAEA は 
原子力安全保障およびインフラの評価・支援のために、2012 年中に 2 つの事
業を実施。 
2013 年 
4 月 20 日 ルワーガ（Ruwagha）に貯蔵されているマスタード・ガスの 8.82 メートルト
ンの破壊が開始。 
5 月 4 日 リビアは、カテゴリー1 の化学兵器の 22.3 メートルトン、または OPCW 検
証の下での公示された総兵器の約 85％の破壊を完了。残りの化学兵器備蓄は、
約 2.45 メートルトンの重合マスタードと、発射体に搭載された 1.6 メートル
トンのマスタード、爆弾、爆弾筒、846 トンの化学物質など。 
2014 年 
1 月 26 日 OPCW はリビアでカテゴリー1 の化学兵器の破壊が完了したことを確認。残
りのカテゴリー2 に含まれる原料物質は、2016 年末までに破壊される予定。 
2016 年 
2 月 3 日 リビア、残りのカテゴリー2 の化学兵器の破壊のため OPCW の支援を要請。 
7 月 16 日 リビア、化学兵器の原料物質を除去し、国外に撤去するための援助を要請。 
7 月 20 日 OPCW、リビアの支援要請を承認。 
7 月 22 日 国連安保理、「決議 2298」により OPCW による化学物質の国外輸送を支援。
カナダ、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、イタリア、マルタ、
スペイン、英国、米国が、除去・破壊のための技術的・財政的支援を提供。 
8 月 27 日 OPCW は、化学物質がリビアから除去され、破壊のためにドイツに持ち込ま
れたことを確認。 











第 3 章 
政変後の政治・治安情勢の不安定化 
 
本章では、第 2 章で説明した 2011 年のリビア内戦後に、なぜ国家建設とガバナンスの（再）
構築が進まなかったのか、国家建設が停滞する中で何が起きたのかを、新政権における政














年 10 月 20 日のカッザーフィー殺害後、国民暫定評議会（National Transitional Congress: 
NTC）のアブドルジャリール議長は 10 月 23 日に「リビア全土の解放を宣言」した（Rohan 
et al. 2011; BBC 2011a）。NTC は新体制が発足するための移行政府として再編成され、8
ヶ月以内に国政選挙を行い、それから 1 年以内に議会と大統領選挙を実施することが宣言
された。10 月 31 日には、国連がリビア軍事介入を承認したマンデートを撤回し、NATO
もリビア介入作戦の終了を宣言した（BBC 2011b）。 
マフムード・ジブリールは、NTC の首相格としてリビア国内の諸勢力および外国との折
衝に当たっていたが、NTC 内部の対立が激化したことから 2011 年 10 月に辞任した。後を















2012 年 7 月の選挙を経て「国民議会（General National Congress）」が発足、NTC は解
体、キーブは辞任した。GNC は憲法制定議会（制憲議会）という位置付けであり、任期は
正式な政府発足までの約 1 年間となる。主たる任務としては憲法起草委員会を選任する他、
















このように首相が次々と変わっていく中、2014 年 6 月の選挙を経て「代表議会（House of 
Representatives: HoR)」が発足、あくまで暫定的立法府であった GNC とは異なり、正式な
立法府として機能することとなった。しかし、HoR の発足をもって解散する予定であった







した。ここにおいて、リビアに 2 つの政府が並存する事態が発生した。 
リビアの移行プロセスに則り、また国民選挙を経て発足されたという経緯もあり、国際




対して GNC の「首相」は、ハーシー、次いで 2015 年 3 月からはハリーファ・グワイル
（Khalifa al-Ghawil）が務めた。GNC は、リビアのムスリム同胞団系勢力や過激派組織に
限定されないイスラーム主義勢力の支持を得ながら、リビア西部を支配し、トリポリに居
座り続けた。2015 年 12 月に「リビア政治合意（Libya Political Agreement）」が締結され、
2016 年 1 月に新たな政権「国民合意政府（Government of National Accord）」が設立され


















表 3 政変後のリビアにおける議会・首相の変遷（2011 年 9 月〜2016 年 1 月） 
国民暫定評議会（2011 年 9 月〜2012 年 8 月） 
内戦中に設立された反カッザーフィー政権組織を元に発足。  
マフムード・ジブリール（2011 年 3 月 23 日〜2011 年 10 月 23 日） 
退任理由：国民評議会内部の対立激化 
アブドッラヒーム・キーブ（2011 年 11 月 24 日〜2012 年 11 月 14 日） 
退任理由：国民議会への権限委譲 
国民議会（2012 年 8 月〜、議席 200） 
2012 年 7 月の選挙を経て発足、当初の位置付けは制憲議会・暫定的立法府 
ムスタファー・アブーシャーグール（2012 年 9 月 12 日〜2012 年 10 月 7 日） 
退任理由：期限内の組閣に失敗、前任のキーブが暫定首相として続行 
アリー・ザイダーン（2012 年 11 月 14 日〜2014 年 3 月 11 日） 
退任理由：石油タンカーの違法入港・石油積み出しの事件を受けて議会にて不信任案 
アブドゥッラー・スィニー（暫定・2014 年 4 月 8 日〜2014 年 4 月 13 日） 
退任理由：武装集団からの脅迫 
アフマド・マイティーク（2014 年 5 月 4 日〜2014 年 6 月 9 日） 
退任理由：最高裁による就任無効判決 
代表議会（2014 年 8 月〜、議席 200） 







（2014 年 8 月下旬〜） 
ウマル・ハーシー「国民救済政府」首相 
（2014 年 9 月 6 日〜2015 年 3 月 31 日） 
ハリーファ・グワイル 
（2015 年 3 月 31 日〜2016 年 4 月 5 日） 
国民合意政府（2016 年 1 月〜） 
2015 年 12 月の「リビア政治合意」を経て発足、国際社会から正式な立法府として承認 
最高意思決定機関として「大統領評議会」を置く 












































摘されている。2013 年 4 月、GNC に法案が提出され、議論が分かれる中で、200 名余りの
民兵組織が省庁やテレビ局を取り囲み、カッザーフィー政権時代の職員を幹部職から追放










（David and Mzoudet 2014）。 
2012 年 4 月下旬には、政党および政治組織の設立に関する法律が制定された。同法は、




める政治勢力などが激しく反発したため、NTC は 5 月 2 日にこの条項を撤廃した（Reuters 
2012）。 
2014 年 2 月 20 日には、憲法起草委員会（Constitution Drafting Assembly）の選挙が実
施された。同委員会の設置は当初の移行プロセスには含まれていなかった例外事項であり、
当初は GNC が委員を指名する予定であったが、政権内外からの反発が強く、新たに同委員
会の設置が議会で決定された。「60 人委員会」とも呼ばれる同委員会の 60 議席は西部、東
部、南部の 3 地域に各 20 席に振り分けられるが、その内女性、少数民族（ベルベル、トゥ





7 月の GNC 選挙には 200 の議席に対して約 3,700 人が立候補し、女性候補者も 600 人を





64 人、少数民族 20 人）、有権者登録は 110 万人にとどまり、憲法制定へのコミットメン





















（Fezzan, アラビア語名 Fazzān）の 3 つの地域で構成される。この 3 つの地域が、1951 年






ウィヤなどの大都市、港湾施設、工場地帯を擁する。国民の 65％に当たる約 400 万人が居































































2012 年夏の GNC 選挙では、人口比などに基づき国内主要 3 地域の議席配分がそれぞれ、




た投票所は 1,554 カ所中 24 カ所であり、大半は東部に集中していたことを明らかにした
（AFPBB 2012）。 











また、上述の憲法起草委員会の選挙（2014 年 2 月）においては、東部地域 170 万人の人




に則った複数の連邦に区分して、地域の自治権強化・独立を目指す動きを指す。 2013 年 3
月にはベンガージー大学教授アブーバクル・バイラ（Abu Bakr Baira）による理論的な提案
が発表され、同年 6 月にはサヌーシー前国王の甥であるアフマド・サヌーシー（Ahmed 
Zobeir as-Senussi）による「政治提案」が発表された。しかし、これらの案はあくまでも理
論的な試みであり、連邦化の動きが何らかの実行力を有していたわけではなかった。 
だが、2013 年 7 月、石油施設警備隊（Petroleum Facilities Guard）の司令官を務めてい
たイブラヒーム・ジャドラーン（Ibrahim al-Jadhran）がリビア東部の石油関連施設を封鎖
すると同時に、連邦制の導入と東部地域の自治独立を求める勢力と連携し、原油収入の「公
平な」分配や、過去の「不正な」取引に関する調査を要求した。また、2013 年 11 月には
アブドゥラッボ・バラーシ（Abd-Rabbo al-Barassi）を中心とした「キレナイカ高等委員会
（Executive Bureau for Cyrenaica）」の設立が宣言された。この組織は、24 名の委員（閣
僚）を持つ東部地域独自の政治主体であるとされ、中央政府によらず、独自の政治決定や








2 月にアブドゥッラフマーン・ビン・イッザ（Abdulrahman Bin Yezza）石油・ガス相が提










































































































Violent Actors: NSVAs）としてリビア国内の治安を悪化させ、新政権を弱体化させた。 
新政権とそれを支援した欧米諸国は、内戦直後の国家再建プロセスにおいて、民兵組織









の治安機関へ編入した民兵は 3 割以下とされる。 
民兵の DDR を促進・管理する政府機関「リビア社会復帰・開発プログラム（Libyan 
Program for Reintegration and Development）」によれば、新政権の民兵組織に対する補償
や給与、利権を目的に、2013 年 11 月時点では約 25 万人が民兵組織に加入したとされる
（Gaub 2013; Dettmer 2013）。また、内戦によって拡散した武器の回収も進まなかった。
国連安保理での報告によると、2016 年時点でリビア国内には 2 千万丁以上の武器（小火器）
が出回っていたとみられている。リビア国民の人口が約 650 万人であることを踏まえれば、
武器の拡散が国内の不安定化に与えたインパクトも浮き彫りになるだろう（United Nations 








4,000 リビア・ディナール（LD, 約 3,100 ドル）、未婚者に 2,200LD（約 1,700 ドル）を
毎月支払うことを決定し、各地域の軍事評議会が作成した名簿に基づき、評議会経由で支




















団として活動した。例えば、2012 年 9 月に GNC が設立されてから 2014 年 3 月中旬まで
の約 1 年半の間に、議会は 250 回以上も襲撃されている（Abdallah 2014）。また、第 2 章
で説明したとおり、カッザーフィー政権時代の幹部を排除する「政治的罷免法」の審議に
際して、民兵組織が GNC 議員に圧力をかけ、武力を背景に法案の可決を議会に迫った可能
性が指摘されている。2013 年 4 月には民兵組織が省庁やテレビ局を取り囲み、カッザーフ
ィー政権時代の職員を幹部職から追放するよう要求した。そして、翌月の 5 月には賛成多
数で法案が可決された。 















上に治安の提供者として支持を得ている。米国国際開発庁（United States Agency for 
International Development: USAID）が 2013 年から 2015 年にかけてリビア国内で行った

































































巻き込まれるなどして、2014 年 1 月までに少なくとも 100 人以上が民兵組織による暴力事
件の犠牲となっている（Human Rights Watch 2014）。 
 














































































内戦以降、特に GNC と HoR の対立が顕在化した 2014 年以降のリビアの政治・治安動
向のカギを握るのが、ハリーファ・ハフタル（Khalifa Belqasim Haftar）である。ハフタル





GNC と HoR の対立が深まった 2014 年 5 月、ハフタルはリビア東部にて「尊厳作戦
（Operation Dignity）」を立ち上げ、過激派組織や敵対する民兵組織への攻撃を開始した
（第 4 章）。これは、ハフタル自身が率いる民兵組織「リビア国民軍（Libyan National Army）」
と、地元の部族勢力や民兵組織などとの合同軍事作戦であった。「尊厳作戦」はあくまで
非公式なものであったが、HoR は民兵組織や過激派組織に唯一対抗する能力を持つハフタ
























つの石油輸出基地（総輸出能力 80 万 b/d）を全て支配下に置いた。 
「リビア国民軍」はリビアの原油生産及び輸出の約 4 分の 3 を担っているリビア東部の
油田群・パイプライン・石油輸出基地全体の支配体制を固めると、南西部にあるシャラー
ラおよびフィール（エレファント）両油田（合計生産能力 47 万 b/d）にも手を伸ばした。
まずはトリポリ周辺の民兵組織に対抗していた西部ジンターン（Zintan）の民兵組織などと

































2016 年 10 月、UAE はリビア東部の都市マルジ（Marj）近郊に、「リビア国民軍」のた











































（Russian Railways）によるスルト・ベンガージー間の鉄道敷設事業（契約額 45 億ドル）
もある。また、ロシアはリビアに 40 億ドル以上の兵器・軍需品輸出を行っているとされる。




Department of Defense 2017）。 
さらに、近年は一部の欧州諸国も積極的にハフタルを支持するようになっており、その












治合意」や GNA を承認しつつも、ハフタルをリビアの政治における GNA と同等の政治主
体であるとみなし、外交チャネル構築や支援を行う国々が増えている現状において、それ














2019 年 4 月 4 日、ハフタルは傘下の「リビア国民軍」に対してトリポリへの進軍を命
じた。同軍は同日中にトリポリの南方約80kmの都市ガリヤーンまで展開し、5日からGNA
傘下の部隊や GNA を支援する民兵組織と衝突した。GNA のサッラージュ首相はハフタ
ルを「裏切り者」と呼び、自己の利益のために和平の努力を反故にしたと糾弾した。両者
は同年の 2 月に UAE で会談し、リビアの安定に向けて協議したばかりであった。7 日、
GNA 指揮下の国軍はトリポリを防衛する軍事作戦「怒りの火山（Volcano of Anger）」の
開始を発表した。国際機関は、5 月 6 日時点で死者 432 人、負傷者 2 千人以上と報告した
（民間人を含む）。また、同時期までに５万 5 千人以上がトリポリ近郊から退避した。 
トリポリ進軍の 3 ヶ月前にあたる 2019 年 1 月、「リビア国民軍」はリビア南西部に展
開し、地元の民兵組織などを掃討した。これにより、ハフタルの勢力圏は東部〜南西部へ































きている。3 月 27 日、ハフタルはサウジアラビアを訪れ、サルマーン国王やムハンマド
皇太子らと会談した。この会談の際に、同国がハフタルのトリポリ進軍のために数千万ド
ルの支援を約束したと報じられた（Malsin et al. 2019）。この報道が事実であるとするな
らば、これまでエジプトと UAE が中心であった中東諸国のハフタル支援の構図に、サウ
ジアラビアがより直接的に加わったということになる。また、ハフタルはサウジ訪問の前

































体制に移行するための共通のビジョンについて議論した」という（Al-Atrush et al. 2019）。













ツイートした。5 月 7 日には、グテーレス国連事務総長はムーサ・ファキ AU 委員会議長











国連リビア支援ミッション（United Nations Support Mission in Libya: UNSMIL）は内戦







―と定められた（United Nations Security Council 2011d）。 
UNSMIL は政治対立および紛争の調停のための支援をリビア内外で精力的に行ってきた
が、リビアの政治・治安情勢の流動化に歯止めをかけることができなかった。リビア国内
の平和構築と治安回復支援も UNSMIL の主要な任務の 1 つであったが、その実施に当たり、
「社会統合・武装解除（Integration and Disarmament）」という概念が導入された。つま
り、民兵たちをできるだけ早い段階で社会復帰させ、その後に武装解除を進め、さらに社
会統合が難しい民兵組織への対策を試みるという手法である（Libyan Programme for 
















国連や国際 NGO での人道支援活動の経験を持つイアン・マーティン（Ian Martin）であっ
た。マーティンの在任期間は 2011 年 9 月から 2012 年 9 月までの 1 年間であったが、その










則って構築されることを強調した（UN News Centre 2012）。 
マーティンの後を引き継いだレバノン出身の政治家・政治学者ターリク・ミトゥリ（Tarek 








げており、早急かつ効果的な治安改革の必要性を訴えた（Tripoli Post 2014）。 
2014 年 8 月から 2015 年 11 月まで UNSMIL の代表を務めたスペインの外交官ベルナル
ディノ・レオン（Bernardino León）は、就任直後に GNC と HoR の対立が発生し、また
IS が台頭するなど、国内の政治と治安が急激に流動化する中で、国内外での紛争調停に奔
走した。上述の「リビア政治合意」締結は、彼の主導によって実現した 1 つの成果である。 














この結果、レオンは任期満了を待たずして UNSMIL を去ることになった。UNSMIL と
その任務に対する批判がリビア国内外で強まる中で、2015 年 11 月からドイツの外交官マ




























導の政治プロセスを阻害することとなった。2019 年 5 月時点では、上述の「アクション・
プラン」のうち実現したのは GNA の組織改革のみであり、2019 年 6 月までのサラーマの

















































































織であり、IS や「イスラーム・マグリブ諸国のアル＝カーイダ（Al-Qaeda in the Islamic 
Maghreb: AQIM）」、アル＝カーイダ司令部が該当する。多国籍組織においては、リビア
人と外国人では活動の目標や優先順位が異なる場合があり、今後の組織の潜伏や拡散にお
いては取るべき対策が変わってくる可能性に注意する必要がある（Mironova and Hussein 
2016）。 
第 2 に、リビア国内を中心に活動し、リビア国内での政治的、経済的資源の獲得を目標







点として利用するケースである。シリア･イラクにおける IS の弱体化にともない、IS シナ
イ州（Islamic State - Sinai Province）および IS エジプト、チュニジアのアンサール・シャ
リーア（Ansar al-Sharia in Tunisia）、AQIM 関連組織、スーダンのダルフール武装勢力
（Justice and Equality Movement, Sudan Liberation Movement など）によるリビア流入が
観察される（Wright 2017; Megahid 2018）。 
第 4 に、リビア人やリビア系移民によるローン・ウルフ型のテロ実行・支援である。2017






アビーディー（Salman Abidi）は攻撃実行の直前にリビアに渡航しており、リビアの IS と
の関係が指摘されている。この事件以降、リビア人やリビア系移民による目立った事件は
起きていないものの、今後の展開が注視される。例えばヨハネス・サールは、リビアが英・


































（Justice and Construction Party）」は、2012 年 7 月に実施された国民議会選挙にて第 2
党の座を得ている（小林 2012）。また、2013 年 5 月には GNC において、政治や経済の
要職からカッザーフィー政権幹部を排除する「政治的罷免法」法案を強行に可決し、国内
の政治力強化を目指した（第 3 章）。 
2014 年秋に HoR と GNC の対立が始まって以降、イスラーム主義勢力を支持基盤とする
GNC 側は HoR に対抗するために過激派組織を動員したため、過激派組織の政治資源はさ































備のための設備を運搬していただけであると反論した（Libya Business News 2014）。 
リビアのイスラーム主義勢力に対する外国からの支援に対抗する形で、2014 年 8 月には














2014 年 1 月 1 日、イラク西部のファッルージャ、ラマーディにおいて、シリアで勢力を
広げていたイスラーム過激派組織「イラクとシャームのイスラーム国（Islamic States in the 
Iraq and Sham: ISIS）」が蜂起した。その後、ISIS は進撃を続け、イラク北西部の大部分を
実効支配するに至った。ISIS は、その戦闘能力だけでなく、現在の近代国家システムを否















籍の戦闘員の数は 1 万 5,000 人以上と推定されたが、彼らの国籍は 80 カ国以上にわたると
みられる。リビアからも、2015 年 7 月時点で約 600 人がイラク・シリアへと渡り、IS に参
加したとされる。これは国民人口 100 万人当たりで換算すると 97 人となり、チュニジア（272
人）、ヨルダン（189 人）、レバノン（155 人）に次いで比率が高くなる（BBC 2015）。
また、既に約 300 名のリビア人戦闘員がイラク・シリアで戦闘経験を積み、帰国してリビ
ア国内のイスラーム過激派武装勢力に加入した。戦闘員は IS の部隊 al Battar Brigade に所
属し、シリアのデリゾールやイラクのモースルでの戦闘に参加した後、帰国したと見られ
る（Paul et al. 2014）。 




で活動していた IS 高官のアブー・ウマル（Abu Umar）が 2015 年後半にリビア入りした
（Schmitt et al. 2016）。 
2014 年 10 月 3 日には、ダルナを拠点とする過激派組織「ダルナ青年イスラーム評議会
（Shoura Council of Islamic Youth in Derna）」が IS に対して忠誠を表明し、自らを IS の
「バルカ（リビア東部地域の伝統的名称）」における支部と称した（Libya Herald 2014）。
以降、リビアの IS 関連勢力は約 800 人の戦闘員を擁し、ダルナ近郊に 5〜6 の訓練キャン
プを展開したとみられる（Deutsche Welle 2014）。同年 11 月 3 日に発表された音声にて、
バグダーディー指導者はリビアの過激派組織からの「忠誠宣言」を受け入れ、さらに リビ
アの「トリポリタニア（北西部）」「バルカ（東部）」「フェッザーン（南西部）」の 3









図 11 「イスラーム国」によるリビアの「州」の区分 
 
左上から時計回りに「トリポリタニア州」「バルカ州」「フェッザーン州」 

































IS にとっての支部や属州という以上に、指導部によって直接指揮される第 2 の本拠地であ
るとの指摘もある（Human Rights Watch 2016a）。 
2015 年 2 月 15 日には、エジプト人コプト教徒 21 名がリビア沿岸とみられる場所で IS
によって斬首される映像がインターネット上に流され、世界に衝撃を与えた。この際、殺
害映像が IS の中心的な広報機構「ハヤート（Hayat）」から発表されたことで、リビアの
IS とイラク・シリアの IS 本体との間に連絡経路が存在することが明らかになった（中東調
査会 2015a）。この事件への報復として、翌 2 月 16 日、エジプト軍はダルナの IS 拠点、
軍事訓練場、武器庫を標的とした空爆を実施したと発表した。この事件以降も、エチオピ
ア人キリスト教徒 28 名の殺害（同年 4 月 19 日映像公開）、エリトリア難民 88 名の拘束（同
年 6 月 13 日）など、外国人やキリスト教徒を狙った大規模な襲撃事件が引き起こされた。
また、リビアで訓練を受けた IS 戦闘員や支持者による、北アフリカや欧州でのテロ活動が
頻発した。 
IS が中部沿岸のスルトに進出した時期は、ダルナ進出直後の 2014 年 11 月頃からとみら
れる。リビア東部では地元民兵組織やアル＝カーイダ系過激派組織との対立が激化し、2015
年 6 月頃の戦闘によってダルナの拠点を喪失した。このため、IS は内戦以降荒廃していた






















けではなく、元々リビア国内にいた移民の労働者が IS に加入することもあったという。 
IS は、スルトの港湾、空港、主要な電力施設、ラジオ放送局、地方自治体オフィス、銀
行を占拠し、銀行は IS 戦闘員専用のもの以外すべて閉鎖された。また、3 つの独自の監獄
を設置し、敵戦闘員や統治に従わない住民が収容された。IS により運営される裁判所が設
置され、財務取引の履行、結婚契約、押収の承認などが行われた。住民への徴税も行われ





中部沿岸地域の石油施設・港湾を擁する都市に勢力を拡大した。また、2016 年 1 月下旬に


























2016 年 2 月 19 日、米軍はサブラータの IS の訓練拠点を空爆したと発表した。 
欧米の支援を受け、GNA は 2016 年 5 月から対 IS 軍事作戦「堅固な建造物（Impenetrable 
Wall）」を開始、リビア国軍とミスラータ系民兵を中心とする親 GNA 派の民兵組織による
スルトへの地上侵攻と空爆が開始された。また、GNA 設立前後から、欧米や中東諸国の特
殊部隊がリビア国内に展開し、情報収集や現地民兵への支援を行った。米軍も 2016 年 8 月
1 日からスルトへの空爆を開始し、米国防総省によれば、イタリアのシチリア島、ヨルダン、
地中海沖から戦闘機とドローンによって同月 17 日までに約 50 回の空爆を行った。これら
の猛攻により、IS はスルトでの支配能力をほぼ喪失し、数百人とみられる生存者の多くは
内陸部に逃れたとされる。2016 年 12 月 17 日、リビア政府はスルト制圧が完了し、対 IS
軍事作戦が終了したと発表した。同作戦を支援していた米アフリカ軍（United States Africa 













結果として、第 8 章で示すとおり、2017 年下旬から IS はリビアでの活動を再開し、2018
年には大規模なテロ攻撃を行うまでに力を取り戻した。また、リビアだけでなく周辺諸国








第 4 章で示したとおり、リビア政府は欧米の支援を受けて 2016 年末に IS が拠点とした
都市スルトを制圧し、IS 掃討作戦が完了したと発表した。しかし、2017 年 8 月頃から、リ
ビアでの IS の活動が再び活発化した。IS は主に中央の沿岸部や内陸において自爆テロや検
問所の攻撃、国内諸勢力への急襲を散発的に行っている。また、IS の週刊戦果報告『ナバ








トでの掃討作戦を逃げ延びた IS の戦闘員は内陸部の砂漠地帯に拡散したと指摘した（US 
Department of State 2018）。 
 
表 4 リビアにおける IS の動向（2017〜2018 年） 
日時 事件 報道・広報 
2017 年 
5 月 8 日 
IS 戦闘員がスルト南部において GNA 兵士を殺傷 アァマーク通信、 
ナバァ 
8 月 23 日 IS 戦闘員が内陸部の Jufra で検問所を攻撃、ハフタル勢
力の兵士 21 名を殺傷 
アァマーク通信 
8 月 28 日 IS 戦闘員が道路を検問するビデオが公開 アァマーク通信 
9 月 24 日 IS「バルカ州」がインターネット上にリビアの Jufra お
よび Nufariya における 2 件のテロ作戦の詳細を報じたビ
デオを公開。 
 
9 月 26 日 米アフリカ軍がスルトの 160km 南西において IS を標的
とした空爆を 2 度実行 
 
10 月 4 日 西部都市 Misrata の裁判所で IS「タラーブルス州」によ
る自爆テロ・銃撃。40 名死傷 
アァマーク通信 







10 月 7 日 チュニジア国境において「リビア国民軍」が IS の車列を
制圧 
 









3 月 29 日 東部アジュダービヤーで自爆テロ、ハフタル勢力兵士・
民間人が死傷 
アァマーク 
4 月 2 日 GNA がリビア西部で IS 掃討作戦「国家の嵐」を開始 
 
5 月 2 日 トリポリの選挙管理事務所で自爆テロ、死傷者 30 人超 IS タラーブルス県、 
アァマーク、ナバァ 
5 月 22 日 東部アジュダービヤーで自爆テロ、検問所への攻撃 IS バルカ県、 
アァマーク 
6 月 6 日 米アフリカ軍が西部内陸のバニ ・ーワリードで IS 戦闘員
を空爆、4 人を殺害 
 
7 月 5 日 IS「バルカ県」名義で動画「死の位置」を公開 
 
8 月 23 日 リビア西部のホムスとズリテンで検問所を狙った攻撃 IS タラーブルス県、
アァマーク 
8 月 28 日 米アフリカ軍が西部内陸のバニ ・ーワリードで IS 戦闘員
を空爆、1 人を殺害 
 
9 月 11 日 リビア石油公社のトリポリ事業所への襲撃 IS 県 
10 月 21 日 LNA がスルト近郊の IS 拠点を攻撃 
 
10 月 28 日 IS が中部内陸フカーハで警察署を襲撃 
 
11 月 18 日 スルト近郊に IS が検問所を設立？ 
 
11 月 23 日 南東部タージルブでハフタル勢力兵士を攻撃 ナバァ 









この情報を裏付けるかのように、2017 年 9 月、リビア政府法務省の高官は、IS が「砂漠
軍（Jaish Saharawi, Desert Army）」を結成したと発表した。この「砂漠軍」はリビア南部
の砂漠地帯で活動しており、マフディ・サーリム・ダングー（Al-Mahdi Salim Dangou, 別
名 Abu Barakat）というリビア人によって指揮され、3 つの部隊によって構成されていると
いう。メンバーはマフムード・ブルアシー（Mahmoud al-Bur’si）、ハーシム・アブーシー
ド（Hashim Abu Sid）といった IS の幹部に加え、アル＝カーイダの元戦闘員やシリア・イ
ラクからの帰還者によって構成されているとみられる（Hussein 2017）。なお、2019 年 1
月、ハフタルが指揮する「リビア国民軍」は、リビア南部のサブハー近郊での戦闘により、
ダングーが死亡したと発表した。 




























よる IS への全面的な支持・忠誠を意味するわけではない）。 
2017 年 10 月に発行されたソウファン・センタ （ーSoufan Center）の報告書は、イラク・
シリアの IS 戦闘員のうち、確認されている北アフリカ出身者は 5,319 人、うちリビア出身











































ム・マグリブ諸国のアル＝カーイダ（al-Qaeda in the Islamic Maghreb：AQIM）」、「リ
ビア・イスラーム闘争グループ（Libyan Islamic Fighting Group：LIFG）」、「リビアのア
















表 5 リビア出身の主要なアル＝カーイダ幹部 
アブー・アナス・リービー 
（Abu Anas al-Libi） 
1998 年のケニア・タンザニアの米大使館爆破事件の容疑者
とされる。2013 年 10 月 5 日に米特殊部隊により拉致。2015
年 1 月、米国にて肝臓ガンにより死亡。 
アブー・ファラジュ・リービー
（Abu Faraj al-Libi） 
2000 年前後にカブールに出現。2004 年からアル＝カーイ
ダ序列 3 位。2005 年 5 月ペシャーワルにて拘束、米軍に
引き渡し。 
アブー・ライス・リービー 
（Abu Layth al-Libi） 
アル＝カーイダ報道官兼ゲリラ戦の専門家。1980 年代にア
フガンの戦闘に参加。2008 年 1 月、パキスタンにて米軍
無人攻撃機によって爆殺。 
アブー・ヤフヤー・リービー
（Abu Yahya al-Libi） 
アル＝カーイダの最高位幹部であり、プロパガンダの作
成、アフガンやパキスタンでの戦略策定、戦闘員の訓練、
資金提供を行う。2012 年 6 月、パキスタンにて米軍無人
攻撃機によって爆殺。 
アブドゥルバーシト・アズーズ 




2014 年 6 月よりシリアに潜入、12 月上旬にトルコ政府に
より拘束、CIA に引き渡された。 
アブドゥルムフシン・リービー






「アンサール・シャリーア・ベンガージー部隊（Ansar al-Sharia in Benghazi：ASB）」
は 2012 年 2 月に初代指揮官ムハンマド・ザハーウィ（Muhammad al-Zahawi）が設立を宣
言した。ザハーウィによれば、同組織の設立メンバーは内戦中に反カッザーフィー武装組
織「2 月 17 日旅団」で活動しており、そこから約 250 名で独立し、2014 年夏季からは過激
派組織の同盟「ベンガージー革命家シューラー委員会（Shura Council of Benghazi 
Revolutionaries）」の傘下で活動したとみられる。国連は、ASB がシリア、イラク、マリ












銭の援助、病院の警備などである。2015 年 1 月、同組織はザハーウィの死亡と、アブー・
ハーリド・マダニー（Abu Khalid al-Madani）が新たな指揮官となることを発表した。 
他方で、「ダルナのアンサール・シャリーア（Ansar al-Sharia in Derna）」は同じ「アン
サール・シャリーア」という組織名を用いているものの、ASB 幹部は同組織との関係を否
定している。指導者はアブー・スフィヤーン・ビン・クム（Abu Sufyan bin Qumu, 別名
Abu Faris al-Libi）であり、ASB よりも規模は小さいものの、アメリカ在外公館襲撃事件を
主導したのはこちらの組織だと報じられた（Fitzgerald 2012）。 
ASB と ASD の乖離に見られる通り、リビアのアンサール・シャリーア系組織は一枚岩で
はないものの、IS への忠誠表明や連携の拒絶という点では一致している。これは、アンサ
ール・シャリーアがアル＝カーイダと近く、またよりリビア社会に根ざした組織であり、
リビアでの勢力伸張において IS と競合関係にあることが要因だと考えられる。 
例えば、ASB のイスラーム法執行責任者とされるアブ ・ーアブドゥッラ ・ーリービ （ーAbu 
Abdullah al-Libi）が 2015 年に IS への支持を表明したところ、指揮官のマダニーは直ちに
アブ ・ータミーム・リービ （ーAbu Tamim al-Libi）を新たな責任者に任命した（Joscelyn 2015）。
また、ASD は 2014 年末に「アブー・サリーム殉教者旅団（Abu Saleem Martyr’s Brigade）
11」や地元の民兵組織と「ダルナ聖戦士イスラーム評議会（Shoura Council of Mujahidin in 
Derna）」を結成、2015 年 6 月下旬にはダルナを拠点としていた IS 勢力を襲撃し、IS は同





















2014 年 1 月、アンサール・シャリーア系組織を含めた複数の武装勢力が、トリポリ国際
空港を襲撃、占拠すると同時に、「リビアの夜明け (Libya Dawn)」と名付けられた軍事同
盟の設立を宣言した。「リビアの夜明け」に所属するとされる武装勢力は、トリポリおよ
びリビア西部では「リビアの盾旅団（Libya Shield Brigade）」、「リビア革命司令室（Libya 
Revolutionaries Operations Room）」、「トリポリ軍事委員会（Tripoli Revolutionaries 
Brigade）」など、またリビア東部では「2 月 17 日部隊」、「アンサール・シャリーア」、








となり得るハフタルと「リビア国民軍」に全面的に依存し、2015 年 3 月にはハフタルが
HoR の軍司令官に就任した。また、エジプトやアルジェリアなど周辺諸国もリビアがイス
ラーム過激主義組織の拠点となることを警戒し、ハフタルへの支援を行った。 






                                                   
 


















米国防総省は、2016 年 8 月 1 日時点でスルトに 1,000 人の IS 構成員が潜伏していたと発
表した。しかし、上述の通り IS の最盛期である 2016 年上旬に同地で活動していた構成員
は 1,800 人程度とみられる。また、同年 3 月時点では、リビア全土での IS の構成員は合計
で 5,000〜6,000 人程度とみなされていた（Reuters Africa 2016）。これらの推定がある程
度正しいとするならば、2016 年 2 月から 8 月までの約 6 ヶ月間に、スルトで活動していた




























































（Boko Haram）」は、2015 年 3 月に IS への忠誠を表明、組織の名称を「IS 西アフリカ州」
へと変更することを表明した。 
 














































特に注目すべきは、2017 年 3 月に設立された「イスラームとムスリムの勝利の集団
（Jama'at Nasr al-Islam wal Muslimin: JNIM）」であろう。JNIM は設立時の声明において
ザワーヒリーに忠誠を誓っており、AQ 傘下の勢力とみなされている。組織の規模は不明だ











2018 年 3 月、JNIM はブルキナファソのワガドゥグーで陸軍本部とフランス大使館に対
して自爆テロと銃撃戦を実行し、陸軍本部で 5 人が死亡、約 50 人が負傷した。大使館でも





2019 年 1 月、JNIM がマリ北東部キダル州の国連マリ多面的統合安定化ミッション
（United Nations Multidimensional Integrated Stabilization Mission in Mali: MINUSMA）


















仏軍が精力的に対テロ軍事作戦を展開している。2018 年 2 月には JNIM 幹部であるハッサ
ン・アンサーリー（Hassan al-Ansari）が、マリ・アルジェリア国境付近で仏軍の空爆によ
り死亡した。アンサーリーは、モフタール・ベルモフタールとともにムラービトゥーンを





り、2017 年 3 月に公開された JNIM の設立発表動画にも登場している。 






































ア、ニジェールの 5 ヵ国による 5,000 人規模の合同部隊 G5 サヘル（G5 Sahel）が立ち上げ
られた。同部隊は、対テロ作戦、組織犯罪対策、人身売買、移民の密航斡旋の撲滅を目的
として掲げる（Secrétariat Permanent du G5 Sahel 2015）。また、サヘル地域に展開する
4,000 人規模のフランス軍部隊や、約 1 万 2,000 人規模の MINUSMA とも連携する。2018
年 2 月時点で、EU 諸国による G5 サヘル支援のための拠出額は、表明ベースで 4 億 1,000
万ユーロを超えた（AFPBB 2018）。 
一方で、G5 サヘルとその活動自体が、サハラ砂漠周辺地域におけるテロ組織や武装勢力
の攻撃対象となっている。2018 年 3 月のワガドゥグーでのテロ攻撃に際して、JNIM は「サ
ヘル地域でフランス軍に代わって戦う G5 サヘルによるアフリカ合同軍の体制を拒否する」
と主張した（Ndiaga 2018）。同年 6 月には、マリ中部モプティの G5 サヘルの基地を JNIM
が襲撃し、少なくとも 5 名が死亡した。 









図 15 JNIM によるビデオ「フランス：富の搾取の呪いと抗議の火の手」 
 
















この点を踏まえると、2016 年末の IS のスルト撤退は、リビアの安定化に向けた重要なス
テップではあるが、決してゴールではなかった。IS はダイナミックに拡散、潜伏、再統合
し、再び台頭するためにその戦術を練り直す能力を有していると考える方が妥当であろう。



























































































                                                   
 
13 ただし同省は、「非統治空間」という術語の使用についてかなりの留保をつけており、その存在を自明










繰り返し政府文書などで注意喚起をしている（United States Department of State 2016; 








































































牧民族トゥアレグの武装勢力「アザワド解放民族運動（National Movement for the 























































































































































や軍に対抗し得る強固な経済基盤を構築した（Shaw and Mangan 2014）。 
この「非統治空間」の発生と越境ルートの構築によって特に問題視されているのが、小








弾薬および爆発物（Ammunition and Explosives）―の 3 種類を指す（United Nations 






に政治対立と暴力紛争が激化し、また IS や AQIM を始めとする過激派組織が活発化したこ
とで、状況はさらに悪化した。 




まれており、一部は 2012 年夏期にトゥアレグ系民兵組織の所有物となりリビアの国土の 9
割以上を占める砂漠地帯に隠匿され、一部は AQIM の手に渡ったとされる（Canadian 
Security Intelligence Service 2014）。 
また、携行式地対空ミサイル（Man-Portable Air Defense Systems: MANPADS）につい
ては、カッザーフィー政権が 1970〜80 年代にソ連から 15,000〜20,000 発を購入、国内に
保管していたものが、内戦によって流出した。リビアは MANPADS 生産国以外では世界最
大の保有国であり、米国がカッザーフィー政権と関係改善を行う上での懸念事項に挙げら
れていた。米国は内戦中から 400 億ドルを投入して MANPADS の買い戻しキャンペーンを
行い、5,000 発を確保・破壊したものの、リビアの民兵組織が 5,000 発ほどを獲得し、残り
の 5,000〜1 万発は所在が不明となった（Kimball 2013）。米国務省で MANPADS の拡散
































している（Shaw and Mangan 2014）。 




















図 18 リビア南西部・南東部における密輸・密航ルート 
 
 

































提示しておきたい。リビアは約 176 万平方 km の国土面積を持ち、東にエジプト、南東に
                                                   
 



































                                                   
 
15 European Border and Coast Guard Agency: Frontex. 2016 年 9 月までの名称は European Agency for the 






表 6 地中海中央部を通過する非正規移動の数の推移 
年 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
人数 39,800 11,000 4,500 64,300 15,900 40,300 170,700 154,000 
出所：FRONTEX (2014)より筆者作成 
 
図 19 移民の地中海を通過するルート 
 
出所：BBC (Adams 2015)  
 
国際移住機関（International Organization for Migration: IOM）は、2014 年に約 3300 人、
2015 年に約 3,770 人、2016 年は 12 月上旬までの時点で約 4,700 人が地中海密航中に死亡
したと報告している（IOM 2016a; Frontex 2016 :20）。他方で、正確な計測が困難なもの
の、地中海沿岸に到着する以前にサハラ砂漠において死亡する移民も同程度、もしくはそ
れ以上に存在するとみられている。例えば、スーダンやエジプトからリビア東部を経由す











































                                                   
 
16 Economic Community of West African States（西アフリカ諸国経済共同体）。 2018 年時点での加盟国
は、ベナン、ブルキナファソ、カーボヴェルデ、コートジボワール、ガンビア、ガーナ、ギニア、ギニア








図 20 サブサハラ・アフリカからの移民のリビア流入経路 
 





































2011 年の内戦によって、約 80 万人の移民がリビアから脱出した。これを IOM は「近代
史における最大の移民危機の 1 つ」と呼んでいる（IOM 2012）。しかし、その後のリビア
の混乱の中でも、移民の多くはまたリビアに戻ったことが分かっている。例えば、2012 年
時点では、リビア内戦によって母国に戻ったチュニジア人移民のうち約 43％が、内戦終結
後にリビアに帰還している（IOM and African Development Bank 2012）。また、2016 年





内戦以降にリビア国内に在住する移民は、正規・不法を合わせて 2013 年時点で約 180〜




















































図 22 リビア国内の移民拘置施設 
  














































2015 年 5 月、欧州委員会（European Commission）が移民・難民問題への緊急措置（国
境警備作戦の予算・人員 3 倍増、加盟国による難民 16 万人分の受入割当など）と政策指針
である「欧州移民アジェンダ（European Agenda on Migration）」を発表した。この指針は、
（1）非正規移動や難民が起きる根本原因への対処、（2）人命救助と対外国境の警備に焦
点を当てた国境管理、（3）庇護を必要とする人々を守るための確固とした共通庇護政策、
（4）正規移動のための新政策―の 4 点を柱としている（European Commission 2015）。 









題に関する「アフリカのための EU 緊急信託基金（EU Emergency Trust Fund for Africa）」
の創設が合意された。2018 年 12 月時点で、同基金は不法移民・人身売買問題、経済開発、
紛争防止・人道支援などのために、187 の事業に対して 36 億ユーロ相当を拠出している（EU 
Emergency Trust Fund for Africa 2018）。特に、欧州を目指す非正規移住の出身国・経由
国となる「アフリカの角」、北アフリカ、サヘル・チャド湖の 3 地域が支援対象となる。 
救援活動と密航・人身売買対策を念頭に、地中海沿岸での警備活動も盛んに行われてき
た。イタリアは 2013 年 10 月から 2014 年 10 月まで、独自にリビア沿岸での海難救助・密
航業者逮捕作戦「マーレ・ノストルム（Mare Nostrum）」を実施、月間予算 930 万ユーロ
を投入し、24 時間体制で軍人や警察 700〜1 千人、軍艦、潜水艦、ヘリコプター、飛行機
を動員した（Italian Navy）。同作戦は 2014 年 11 月から EU および旧・欧州対外国境管理
協力機関（FRONTEX）による共同作戦「トリトン（Triton）」、2018 年 2 月からは「テ
ーミス（Themis）」に引き継がれた。FRONTEX は 2016 年 10 月に「欧州国境沿岸警備機
関（European Border and Coast Guard Agency）」と改称され、国境管理や緊急対応の権限
が強化された。ただし FRONTEX という通称は継続して用いられている。 
2015 年5 月、EU は地中海EU 海軍部隊（EUNAVFOR Med）による作戦「ソフィア（Sophia）」
を開始した。同作戦の主要な任務は、地中海中南部で活動する密航業者や人身売買ネット
ワークを監視、阻止し、密航や人身売買に使用された疑いのある船舶を公海上で捜索、押




近年の EU の包括的な戦略としては、2016 年 6 月に発表された「EU グローバル戦略（EU 
Global Strategy on Foreign and Security Policy）」が注目される。これは 2003 年の「欧州
安全保障戦略（EU Security Strategy）」から 13 年ぶりに改訂された EU の統合的な対外・
安全保障戦略である。同戦略では移民・移住をはじめとしたグローバルな課題が強く意識
されており、問題解決のためには EU 内部での政策や機関の統合、および外部機関との協同
が必要であると強調されている（European Union 2016）。 






行（2014〜2020 年）の 130 億ユーロの約 3 倍に当たる。この中には、「統合国境管理基金
（Integrated Border Management Fund）」創設による対外国境の警備強化（93 億ユーロ超）
や「庇護・移住基金（Asylum and Migration Fund）」の新設（104 億ユーロ）も含まれ、
移民・難民対策を拡充させる意図がみて取れる（European Commission 2018）。 
 













ニア、ニジェールの 5 ヵ国による 5 千人規模の合同部隊 G5 サヘル（G5 Sahel）への支援が
注目に値するだろう。2014 年 2 月に立ち上げられた同部隊は、対テロ作戦、組織犯罪対策、
人身売買、移民の密航斡旋の撲滅を目的として掲げる。国連やフランスの支援を受け、サ
ヘル地域に展開する 4 千人規模のフランス軍部隊や約 1 万 2,000 人規模の国連マリ多次元
統合安定化ミッション（MINUSMA）とも連携する（Secrétariat Permanent du G5 Sahel 
2015）。 
2018 年 2 月時点で、EU 諸国による G5 サヘル支援のための拠出額は、表明ベースで 4 億





























2010; 鶴岡 2012）。 
この点で注目に値するのが、2017 年 9 月に設立され、同年 12 月より活動を開始した NATO 
Strategic Direction South Hub（NSD-S）である。イタリア・ナポリの統合連合軍本部内に












































































                                                   
 
17 気候変動および「気候変動にともなう諸現象」については、気候変動に関する国際連合枠組条約（United 
























国連気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental Panel on Climate Change: IPCC）




くから気候変動を安全保障上の問題と位置付け、2006 年 9 月の国連総会でのスピーチや、
同年 10 月のメキシコでの G20 対話において気候安全保障という概念を取り上げた。2008





















2015 年にフランス・パリで行われた国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（21st 
Conference of the Parties: COP21）においては、フランソワ・オランド仏大統領が開幕演
説において「テロとの戦いと温暖化を分けることはできない。我々が立ち向かうべき地球
規模の２つの課題である」と発言した（Reuters 2015）。また、欧州においても、例えば





際関係への阻害などが挙げられている（Paper from the High Representative and the 
European Commission to the European Council 2008; 防衛研究所 2009）。 
米国においても、2000 年代初頭から、国防総省や軍、民間の研究機関を中心として、気
候変動が米国の安全保障環境に与える影響について精力的に調査研究が行われてきた。特
に 2010 年以降は、気候変動が米国の安全保障に対する「全てのリスクの源泉である（the 
mother of all risks）」という専門家の論調が増えている（Gilding 2012; Schwartz and Randall 
2003）。気候変動に対して否定的な見方を取っていたジョージ・W・ブッシュ政権下にお
いても、米国防総省ネット評価局（Office of Net Assessment）が 2003 年に出した報告書は、










2006 年 11 月にケニアで開催された COP12 でのスピーチにおいて、コフィ・アナン国連事
務総長は「気候変動は環境問題のみならず、あらゆる分野に対する総合的な脅威である」
と述べた（UNFCC 2006）。 







題を捉える視座が必要である。2006 年から 2012 年に英国外務省の気候変動問題特別代表
を務めたジョン・アシュトンは、気候変動安全保障に関して「我々は気候変動を環境に対
する長期にわたる脅威と捉えるのではなく、我々の安全と繁栄に対する緊急の脅威
（immediate threat）と捉える必要がある」と指摘する（Ashton 2006）。 
気候変動や地球温暖化は長期的な変化現象として捉えられがちであるが、近年は既に気
候変動が現在進行形で既存の紛争リスクを増幅させる装置として作用しているという指摘








経済平和研究所（Institute for Economics and Peace）は、2007 年から毎年「世界平和指
数（Global Peace Index)」を発表し、世界の国々や地域の「平和度」を測定している。 2019
年の同報告書では、初めてこの分析に気候変動の要素が織り込まれたが、以下の調査結果
をもとに、気候変動はすでに平和と安全に著しい悪影響をおよぼしていると論じられた
（Institute for Economics and Peace 2019:43-56）。 
⚫ 2019 年現在、推定 9 億 7,100 万人が、気候災害のリスクが高い地域に居住している。







⚫ 2017 年に発生した避難や移住の 61.5％は気候関連の災害によるものであり、38.5％
は武力紛争によるものであった。 





























































































気候安全保障に関する研究は大きく 2 つに分類できる。1 つは、主に国際安全保障環境の
変化という観点から、気候変動が国家安全保障（national security）や国土安全保障
（homeland security）、大国間の地政学的関係、および災害派遣や平和構築などの軍隊の















見いだし、ある年の気温が 1 度上昇すると、同年の紛争が 4.5%上昇、翌年は 0.9%増加す


















































































2007 年に発表された IPCC の第 4 次評価報告書では、気温上昇が過去 100 年間で既に 0.74
度上昇し、21 世紀末には 1980〜99 年と比較して、さらに気温が 1.8（1.1 – 2.9）度から 4.0
（2.4 – 6.4）度上昇すると予測した。また、海面上昇のスピードも加速しており、今世紀末
までに今後さらに 18〜59cm 上昇すると予測した（IPCC 2007）。同報告書を受けて、日本
の環境省も気候変動による今後の影響として以下のような予測を立てた（環境省中央環境
審議会・地球環境部会・気候変動に関する国際戦略専門委員会 2007:13）。 
⚫ 21 世紀半ばまでに中緯度域・乾燥熱帯地域で水資源が 10〜30%減少する。 
⚫ 1.5〜2.5 度を超える気温上昇で、生物種の約 20〜30%の絶滅リスクが上がる。 
⚫ 1〜3 度を超える気温上昇で、食糧生産量が世界的に減少する。 
⚫ 2080 年代までに、百万人単位の多数の人口が毎年洪水によって被災する。 
 














⚫ 2003 年の欧州における熱波で 3 万 5 千人以上が死亡。 
⚫ 2004 年の大雨によりインド・バングラデシュなどで 2,000 人以上が死亡。 
⚫ 2005 年のハリケーン・カトリーナの被害で、米国では 1,700 人を超える死者が発生、
災害救助のために軍が出動。 
































































































表 7 サハラ砂漠周辺地域における気候災害の発生数 
国名 災害発生数 洪水 旱魃 台風 最大死者 最大被害者 家屋損害 
アルジェリア 32 25 1 3 921 (f) 45,423 (f) 3,000 (f) 
エジプト 10 5 0 2 32 (hw) 3,000 (f) 3,000 (f) 
エチオピア 42 34 6 0 498 (f) 1 億 2,600 万(d) 79,000 (f) 
スーダン 25 2 21 1 150 (f) 200 万 (d) 20 万 (f) 
チャド 12 9 2 1 100 (f) 80 万 (d) 45,000 (f) 
チュニジア 4 0 4 0 16 (f) 27,000 (f) - 
ニジェール 13 9 3 1 7 (f) 358 万 (d) 46,472 (f) 
マリ 16 13 3 0 15 (f) 100 万 (d) 41,586 (f) 
モーリタニア 14 11 2 1 25 (f) 100 万 (d) 2 万 (f) 
モロッコ 19 15 1 2 730 (f) 275,000 (d) 0 
リビア 1 1 0 0 - - - 
f:洪水 d:旱魃 hw:熱波 （1995-2008 年） 











サハラ砂漠周辺地域に目を向けると、例えばニジェールは人口約 1,987 万人（2018 年）、
GDP 約 82 億ドル（2017 年推計）、国民 1 人当たり GDP は 1,200 ドル（購買力平価、2017
年推計）、貧困ライン以下の人口は国民の 45.4％（2014 年推計）という後発発展途上国（Least 
Developed Country）である。ニジェールでは、雨水を利用した農業が 2009 年の GDP の




北部で約 1,000 万人が深刻な食糧不足に直面し、20 万人が住居を失った。また、ニジェー






このような自然災害と並行して、2010 年 2 月にニジェール国軍はクーデターによってタ
ンジャ・ママドゥ（Tandja Mamadou）大統領を追放し、軍事政権が設立された。このクー
デターは長期にわたるものではなく、2011 年 4 月には大統領選挙によって民政移管がなさ
れた。しかし、ニジェールはガバナンスに深刻な問題を抱えており、そのことが旱魃や洪
水といった問題に対応するための能力や資源を制限したと指摘される。2009 年の国連開発
計画（United Nations Development Programme: UNDP）による「人間開発指数（Human 











いった複合的な問題は、地域全体の安定を長期的に脅かす可能性がある（Busby et al. 2010）。 
また、スーダンにおいても、国連環境計画（United Nations Environment Programme: 
UNEP）は同国で 2003 年に発生したダルフール紛争を、気候変動とそれにともなう自然環
境の変化が引き起こしたものであると指摘した（UNEP 2007）。過去 40 年間でダルフール
地域の降水量は 30％減少し、砂漠は毎年 1.5km 以上拡大、森林の 3 分の 1 が消失した。UNEP
の指摘は、水資源や牧草地の減少のためにアラブ系放牧民が農地を求めてサハラ砂漠以南
に移動してきたことが民族間の緊張を生み、ダルフール紛争を引き起こしたというもので
ある。2006 年にはダルフール和平合意（Darfur Peace Agreement）が成立したものの争い














関（Food and Agriculture Organization: FAO）の食料価格指数、近年報告された食糧をめ
ぐる暴動の発生を重ね合わせ、世界的な食糧価格の高騰が急激な社会不安を引き起こす可
能性を指摘した。ラーギらの研究によれば、2008 年には 30 以上の国々で 60 件以上の食糧
暴動が発生、また 2010 年末から 2011 年初頭のさらなる食糧価格高騰は、中東・北アフリ
カ諸国における貧困層の不満を高め、「アラブの春」の引き金となったほか、モーリタニ
アでも暴動を引き起こしたという（Lagi et al. 2011）。 
 
































力衝突による死者数は、2013 年には約 60 人であったが、2014 年には約 1,200 人へと大幅



























図 27 サヘル地域における難民・国内避難民の発生状況 
 
出所：国連人道問題調整事務所（UN OCHA 2016） 
 
北アフリカ（エジプト、リビア、チュニジア、アルジェリア、モロッコ）は約 500 万 km²
の面積を有し、そのうち 90％以上が砂漠である。北アフリカの気候は地中海沿岸部と内陸
部の間で大きく異なる。沿岸部は地中海性気候であり、大まかに温暖・湿潤の冬季と暑く












が減少しており、気候の変動にともなう水資源への圧力は免れ得ない。IPCC 第 4 次報告書
は、地中海南部では年間降雨量が 4〜27％低下し、また気温の上昇によって淡水の蒸発が増
加し、沿岸帯水層の塩分濃度が上昇すると予測している（IPCC 2007b）。 





















































































ンテクストとして、好調なマクロ経済、2030 年に 10 億人を越えるサブサハラ・アフリカ










































































































































（interpleation）を可能とするシステムである（Kiyoki and Chen 2014; Kiyoki et al. 2016; 
                                                   
 



















味的連想検索方式（Semantic Associative Search Functions）」は、言葉・ドキュメント・
事象間の多様な意味的関連性は「コンテクスト（文脈）」によって定まるというコンセプ
トを実現している（吉田 et al. 1998）。つまり、意味の多次元空間において動的に計量・
評価・分析されたメディア・データを、時間軸と空間軸を持った地図上へ写像することを













図 30 5D 世界地図システムの基本コンセプト 
 
































































































































































































図 31 メディア・データへの時空間情報・意味情報の埋め込み 
 





図 32 マッピングされたマルチメディア・データ 
 
出所：Kobayashi et al. (2014) 
 
図 33 マルチメディア・データの時系列変化 
 













出所：Kobayashi et al. (2014) 
 
 











ギー機関（International Energy Agency: IEA）、および③米国エネルギー情報庁（U.S. Energy 
Information Administration: EIA）からデータを収集した。 





力庁（Swedish International Development Cooperation Agency）と共同で開発された国連
統計部（United Nations Statistics Division）のシステムである。ユーザーは、国連機関によ
って提供される統計データベースから、エネルギー、環境、人間開発、人口、難民など、
さまざまな統計資料を検索することができる。 











York Times、その他のメディアから収集した。この分析では、合計 37 の画像、3 つの文書、
1 セットの統計情報を csv ファイルとして収集し、5D 世界地図上に取り込んだ。 
各メディア・データには、カテゴリー、場所、日付、説明などの意味的・時空間情報が









































図 36 チュニジアの石油消費量・生産量のデータ蓄積 
 





図 37 チュニジアの反政府運動に関する画像データ蓄積 
 
出所：Kobayshi et al. (2014) 
 
図 38 エジプトの石油消費量・生産量のデータ蓄積 
 





図 39 エジプトの反政府運動に関する画像データ蓄積 
 







図 40 中東・北アフリカ諸国の石油消費量・生産量ギャップの可視化 
 
 



































































































経済開発および政府機関の定期的会合の実施が計 3 回言及されている。 
「リビア政治合意」は、GNC と HoR の対立が激化した 2014 年後半から、UNSMIL の























過激派の伸長を許した HoR はあまりにも能力不足であった。2015 年 12 月 23 日には国連
が「安保理決議 2259 号」にて「リビア政治合意」を歓迎し、国際社会は IS、アンサール・
シャリーア、その他のアル=カーイダ系過激派組織を打倒するために必要な支援を行うこと、
GNC や HoR に固執する者が今後の政治プロセスを阻害し続けた場合、国際社会は「迅速
かつ必要な手段」を実行すること、などが決議に盛り込まれた（United Nations Security 
Council 2016b）。 
GNA の構成は、GNC で議員や閣僚を経験したファーイズ・サッラージュ（Fayez al-Sarraj）
が首相を務め、彼を含めた 9 人の評議員（西部･東部･南部から 3 名ずつ選出）からなる最
高意思決定機関「執行評議会（Presidential Council）」の下に内閣が組織された。立法機関
は HoR が担い、GNC は「国家高等委員会（High Council of State）」として再編され、諮
問機関としての役割を持つと定められた。 
とはいえ、GNA の発足から 3 年が経過した本研究の執筆時点で振り返ると、GNA がリ
ビア唯一の「正統政府」として国内の安定に果たした役割は限定的であった。GNA の発足
以前に国際的な承認を得ていた HoR は、GNA の承認決議を何度も延期してきた。2016 年
8 月下旬にようやく GNA 承認をめぐる決議が行われたものの、101 人の投票者のうち不支
持 61 名、支持 1 名、棄権 39 名という状況であった。また、GNA を支持する HoR 議員の
大多数は決議そのものに出席しておらず、HoR 内部での亀裂が浮き彫りになった。この結
果に対し、サッラージュ GNA 首相は新しい立法機関における HoR 出身者の議席増加を提
案し、妥協を持ちかけたが、全面的な和解には至らなかった。さらに、トリポリに拠点を
置く GNC と傘下の民兵組織は GNA のトリポリ入りを拒み、GNA はチュニスに留まらざ







政治・軍事基盤は脆弱であった。HoR は 2014 年から 2016 年までの政権であったが、GNA
を拒絶して東部のトブルクに拠点を置き、独自の内閣や中央銀行、石油公社を持ち、東部
の地域勢力やエジプトから支援を得て活動している。GNC は 2012 年から 2014 年まで暫定
















は 2018 年 6 月の国連安保理にて、シリア、イエメンと並んで「リビアの領土的一体性
（territorial integrity）は脅威にさらされている」と警告した（Guterres 2018）。 
  
                                                   
 





















さらに、GNA の任期の問題もある。「リビア政治合意」には、GNA の任期は HoR によ
る信任決議から 1 年間であり、この間に憲法が制定されなければ、1 年のみ延長が認められ
ると明記されている（憲法が GNA 設立後 2 年以内に制定された場合は、その時点で任期が
終了する）。GNA が最初の会合を行ったのは 2016 年 1 月 6 日であり、これを起点とすれ




Nations Security Council 2017）。 




（Boisbouvier 2018）。また、UNSMIL は 2017 年末の時点で、リビアの移行期間（transitional 
period）は 2018 年で完了すると述べ、同年中に大統領選挙を予定していることを明らかに
した（Mathi 2017）。 
ただし、2018 年 1 月、サラーマは 2018 年中の選挙実施に向けて努力していると述べる
一方で、リビアの政治機構の再建には時間が必要だと明言した。また、リビア国内の主要
な勢力が選挙結果を受け入れるという明確なコミットメントを示さない限り、（GNC、HoR、
GNA に次ぐ）第 4 の政府を作り出すだけだとして、不透明な状況下での選挙を行うことは
                                                   
 
















このような UNSMIL の慎重な姿勢とは対照的に、2017 年から選挙実施に向けた外国の
働きかけが積極化した。その象徴的な例が、カイロ、アブダビおよびパリにおける 4 つの
会談である。 




となったが、2018 年 2 月の大統領・議会選挙の実施、「リビア政治合意」の修正（完成し
た修正案は HoR による承認を必要とする）、HoR による憲法宣言の修正などについて合意
された（Soliman et al. 2017）。 
2017 年 5 月 2 日、UAE アブダビにおいて、サッラージュ首相とハフタル司令官による直
接会談が実現した。ムハンマド・アブダビ皇太子が仲介した会談では、テロ対策のための
「統合軍」の創設、経済開発、和平のための対話の拡大、リビア南部における民兵組織間
の戦闘の終結などに合意したとされる。2018 年 3 月までに大統領と議会の選挙を実施する
ことで合意したとの報道も出たが、合意を実現させるための具体的な計画や日程について
は明らかにされなかった（Assad 2017ab）。また、翌 3 日にはエジプトのスィースィー大
統領がアブダビを訪問し、ムハンマド皇太子を加えた四者間で協議が行われた。サッラー
ジュ首相とハフタルの会談は、GNA 設立以来初めてであり、UAE 外務省は会談後、「両者
からリビアの政治的和解に向けた前向きな姿勢が示された」と評価した（UAE Ministry of 
Foreign Affairs 2017）。 






大統領（Emmanuel Macron）とサラーマ UNSMIL 代表の連名による共同声明が発出され、
以下の 10 点が示された（Permanent Mission of France to the United Nations in New York 
2017）。 




4. 2015 年末に締結された「リビア政治合意」を通じた問題解決、および 2017 年 5 月 3
日のアブダビ会談を継続するための交渉チャネルの維持 
5. UNSMIL との協力、および今後の協議での GNA と HoR 双方の包摂 


















治合意」実現のための支援であると述べた（Présidence de la République française 2017）。 
しかし、この 2 つの会談以降も和平や具体的な政治プロセスは進まなかった。和平に積
極的な姿勢を示した政治家が暗殺されたり、各地で民兵組織間の戦闘が頻発するなど、治





動を再開するなど、テロ情勢も悪化した（第 4 章）。 
このような中で、2018 年 5 月 29 日、パリにおいて、リビアの諸勢力を招いた会談（第 2
回パリ会談）が行われた。この会談では、遅くとも今年の 12 月 10 日までに大統領・議会
選挙を行うこと、および 9 月 16 日までに憲法草案と選挙実施に必要となる法案を制定する
ことで合意された。会談にはサッラージュとハフタルに加え、HoR のアギーラ・サーリフ













5. GNA および高等選挙委員会との合意により、UNSMIL の設定するタイムテーブルに
沿った 2018 年末までの選挙実施への合意 




8. 憲法宣言の第 16 条に沿った、できるだけ早期の議会の移転 
9. カイロにおける軍･治安機関間の対話23、および国軍の統一、選挙後の文民統制によ


















12. 国際社会の GNA、HoR、HCS、LNA というリビアの機関に対する信頼の再確認 
13. 今後 3 カ月間、今回の合意内容の実施をフォローアップするためのリビア内外での
会合への参加 
 
















大統領・議会選挙に向けた有権者登録は、高等選挙委員会によって 2017 年 12 月 6 日に開
始され、2018 年 3 月 31 日に締め切られた。同委員会によれば、締め切り時点での登録者
は在外も含めて 243 万 4654 人であり、これは有権者全体の 53.3％に当たる（Assad 2018）。
イマード・サーイフ委員長（Imad al-Sayeh）は、大統領・議会選挙に向けてリビア国内に











第 2 回パリ会談で合意された 9 月 16 日までの憲法制定は難しい状況である。HoR が選挙関
連法案を採択しなければ、高等選挙委員会も選挙を実施することができないため、当然な
がら 12 月中の選挙実施というスケジュールも崩れる。 
また、大統領選への出馬を表明した者も少数であった。2018 年 3 月、元 UAE 大使のアー
リフ・ナーイド（Aref Nayed）が、大統領選への立候補を表明した。ナーイドは 90 年代後
半からリビア通信公社に勤務し、現在はヨルダンに拠点を置くテレビ局を経営している。
彼はエジプトと UAE から支援を受けているとされ、またハフタル支持を公言していた（Ben 
Ibrahim 2018a）。さらに同月、カッザーフィーの次男であるサイフ・イスラームが、「リ






の和平調停を「机上の空論」だと語ったり、2018 年 2 月には「現在のリビアは民主主義を
受け入れる段階ではない」「必要であれば力によってリビア全土の安定を実現する」と発
言するなど、選挙に対する姿勢は不透明である（De Saint Perier 2018）。 
第 2 回パリ会談から間もない 6 月に発生したリビア東部の油田地帯での戦闘では、「リ
ビア国民軍」は混乱に乗じて主要な石油施設の大部分を制圧した上で、その支配権をリビ
ア政府ではなく HoR 傘下の石油公社に引き渡すと発表した。これにより、リビア東部にお


















ットを表明している（Ben Ibrahim 2018b）。 








した（Libya Herald 2018）。さらに 2018 年 5 月には、トリポリの高等選挙委員会事務所を
ねらった自爆テロ攻撃が発生し、死者は 13 名、負傷者は 20 名におよんだ。その後、IS「タ
ラーブルス州（リビア西部の意）」名義での犯行声明が出回った。また、IS の週刊戦果報
告『ナバァ』第 130 号（2018 年 5 月 4 日発刊）では IS が行ったと主張する選挙関連の攻








行うことの困難さが指摘されている（International Crisis Group 2018）。また、第 2 回パ
リ会談で発表されたスケジュールはリビアの流動的な情勢を無視した硬直的かつ性急なも
のであり、憲法や法的な正統性が確立されない中での選挙は、むしろリビアを更なる混乱


































                                                   
 








































































































































































































リビアの経済に影響を与える諸条件としては以下の 4 点が挙げられる。第 1 に気候であ
る。これは第 6 章で示した通り、国土の大半が砂漠であり、降雨量が少ないことから、水
資源を地下水および淡水化に依存している状況をもたらす。第 2 に広大な国土である。リ
ビアの国土面積は約 176 万平方キロメートル（日本の 4.6 倍）であり、人口は約 620 万人
と少ないため、人口密度が極めて低い。また、地中海に面し、アフリカ 6 ヶ国と国境を接
している。第 3 に石油資源である。リビアの確認原油埋蔵量は約 471 億バーレルとされ、
世界第 9 位、アフリカ第 1 位となる27。そのため、第 2 章でも示した通り、原油の生産量お
よび国際価格、そして石油収入の活用・配分はリビアの政治・経済の方向性を定める極め
て重要な要素となる。第 4 に人口である。リビアの国民人口は 700 万人に満たないが、そ
の中でも若年層に偏っており、リビア国民の年齢中央値は 2014 年時点で 27.2 歳であった。









                                                   
 

















































（Qaddhafi 2005）。彼が 2007 年に設立した NEDB は、約 50 人の専門家によって構成さ









リビアの石油確認埋蔵量は 464 億バーレル（2010 年）であり、世界第 8 位、アフリカ大陸
                                                   
 





内では首位となる。2010 年の石油生産量は約 165 万バーレル／日（b/d）であり、このう
ち約 150 万 b/d が輸出されていた。リビア産原油の生産・輸出の減少による影響を最も大
きく受けたのは欧州であり、2010 年には輸出量の 85％に当たる 114 万 b/d が欧州向けであ







































2016 年 1 月、NOC のムスタファ・サナーラ総裁は、2013 年以降のリビア国内の混乱によ
って 680 億米ドルの潜在的な石油収益が失われたと述べたが、そのうちの 530 億米ドルの
















第 4 の条件である人口については、内戦前の 2009 年の時点で、リビアの失業率は公式発















表 9 リビアの石油収入・生産量・油価の推移 
 
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
石油収入（10 億） 34.2 42 47.6 62.6 37.2 45.8 12.6 52.6 29.8 8.8 3.7 
石油収入(per capita) 5,920 7,123 7,873 10,153 5,893 7,103 1,917 7,826 4,357 1,254 517 
石油生産量 1,721 1,810 1,845 1,874 1,790 1,785 501 1,482 983 517 458 









図 44 リビア国内の石油・ガス田およびパイプライン 
 
























リビアの内戦後復興と経済開発に日本の経験を生かすべく、2014 年から 2016 年にかけ
て国際協力機構（JICA）による経済・産業開発支援プログラムが進められた（国際協力機
構 2014b）。2013 年 10 月の案件調査、また 2014 年 2 月に実施されたリビアからの専門家
招聘研修に筆者も一部参加したが、国民議会議員、経済省、産業省、国家経済開発委員会、
電力省、計画省および民営化・投資委員会などの局長級職員などとの議論を通し、リビア















規に登録されている約 18 万の民間企業のうち 70％が資本金 5 万リビア・ディナール（約
400 万円）以下、80％が従業員 5 人以下という小規模企業であった。リビアの中小企業育









エネルギーに関する 2020 年までのマスタープランがあり、2020 年までに同国の電力需要
の 20%を再生可能エネルギー、主に太陽光発電および太陽熱発電によって供給することを
目標とする。特に、再生可能エネルギーおよびエネルギー効率化の分野において、海外か
らの技術協力へのニーズが高まっている。2013 年度予算では、総額約 5 兆 1,682 億円のう
ち 28.6%（約 1 兆 4,920 億円）が開発支出として割り当てられており、インフラ復興、発
電所、水利、道路建設などが多くを占めている。 
また、規制緩和や民営化を推進すると同時に、オイルマネーを活用して生活物資の価格
調整は維持し、国民に負担をかけない方針が出された。2008 年から 2012 年のリビアにお
けるガソリンの値段は 1 リットル当たり 12 セントであり、世界でも最安値であった29が、
政変後、新政権は食糧、ガソリン、電力への補助金を GDP の 11％に増やし、さらに 2013
年には GDP の 14％にまで高めた（Khan and Mezran 2013）。豊富な石油収入がこの補助






                                                   
 







また 2016 年から発足した国民合意政府（GNA）は対立していた GNC と HoR をまとめて
新たな政治主体となることで、それぞれ今後のリビアの政治・治安の安定に向けた礎石と


































































































これにより、カッザーフィー政権側は政治的、軍事的に大きく後退し、同年 8 月 23 日には















































































































































ロシアなどとの二国間だけでなく、国連や経済協力開発機構（Organisation for Economic 
Co-operation and Development: OECD）、アフリカ連合（AU）、アラブ連盟（Arab League）、













































































例えば、2018 年 11 月、米国の戦略国際問題研究所（CSIS）は世界のジハード主義組織


























































































































































表 10 リビア内戦以降の主な出来事（2011 年〜2018 年） 
2011 年 
2 月 15 日 東部都市ベンガージーにて暴動が発生。 
2 月 17 日 「怒りの日」として首都トリポリを含めた複数の都市において抗議行動が発生、
デモ隊と治安部隊が衝突。 
2 月 18 日 リビア政府は、複数の都市での反政府デモに対して弾圧。 
2 月 21 日 リビア政府、トリポリや近郊都市で発生した反政府デモに対して空爆や戦車に
よるデモ隊への攻撃を実施。 
2 月 27 日 アブドルジャリール前司法書記がベンガージーにて「リビア国民評議会
（National Transitional Council: NTC）」設立を宣言。 
2 月 26 日 国連安保理、カッザーフィー政権の反政府運動への弾圧を非難する「決議 1970」
を採択。 
3 月 10 日 フランス政府、NTC を正統な政府として承認。NTC の国際承認が進む。 
3 月 17 日 国連安保理、リビアの内戦に対する介入を承認する「決議 1973」を採択。飛行
禁止区域の設定、武器禁輸の強化、検査強化を含める。 
3 月 19 日 米、英、仏主導の多国籍軍によるリビア空爆開始。 
3 月 29 日 外相級会合「リビア連絡調整グループ」がロンドンで開催。 
3 月 31 日 多国籍軍による対リビア軍事作戦の指揮権が NATO に移行。 
5 月 18 日 国連、内戦によりリビアから出国したリビア人や移民が同日までに 80 万人を超
えたことを発表。 
5 月 28 日 G8 主要国首脳会議においてカッザーフィーの退陣要求。 
6 月 9 日 国連人権理事会、リビア内戦の人権状況に関する会合を開催。 
6 月 18 日 国連、EU、アラブ連盟、イスラーム諸国会議、アフリカ連盟、カイロにてリビ
ア情勢を協議。 
6 月 27 日 国際刑事裁判所がカッザーフィーとその関係者に対して逮捕状を発行。 
7 月 15 日 「リビア連絡調整グループ」が NTC をリビアを代表する統治機関として承認。 
8 月 20 日 反政府軍によるトリポリ制圧作戦開始。 
8 月 25 日 欧米や中東地域の主要 28 カ国がイスタンブールで関係国会合を開催、カッザー
フィー政権崩壊後のリビア支援について国連主導の方針を確認。 
8 月 27 日 トリポリ陥落、カッザーフィー政権崩壊。 
9 月 1 日 「新生リビア支援国会議」がパリで開催。 





Mission for Libya: UNSMIL）設立。イアン・マーティンが代表就任。 
9 月 17 日 国連総会は、NTC をリビアの国連代表と認めることを賛成多数で承認。 
10 月 20 日 スルトでカッザーフィー拘束・殺害。 
10 月 23 日 アブドルジャリール NTC 議長、リビア全土の解放を宣言。 
マフムード・ジブリールが NTC 首相格退任。 
10 月 31 日 NATO の軍事作戦終了、NTC は移行政権に。 
11 月 2 日 潘基文国連事務総長、リビアを訪問し、アブドルジャリール議長と会談。 
11 月 24 日 アブドッラヒーム・アル＝キーブが NTC 首相就任。 
11 月 16 日 国連安保理の制裁委員会、リビア中央銀行とリビア外国銀行の資産凍結を解除。
米国も同日、同国が管理するリビア政府関連の金融資産の凍結解除。 
2012 年 
3 月 12 日 国連安保理決議 2040 号発出、UNSMIL の活動期間を 12 カ月延長。 
3 月 15 日 2012 年度予算が成立、総額 685 億ディナール（約 550 億米ドル）。 
7 月 5 日 NTC、憲法制定委員会を選挙によって選出することを決定。 
7 月 7 日 国民議会（General National Congress: GNC）選挙。 
8 月 8 日 GNC 発足。翌 9 日にムハンマド・マガリエフが議長選出。 
9 月 11 日 「リビアのアンサール・シャリーア」関連勢力がベンガージーの米国領事館襲
撃、スティーブンス大使死亡。 
9 月 12 日 ムスタファー・アブーシャーグールが GNC 首相就任。 
10 月 7 日 アブーシャーグールが GNC 首相退任、前任のキーブが暫定首相に就任。 
10 月 18 日 ターリク・ミトゥリが UNSMIL 代表就任。 
10 月 31 日 アリー・ザイダーンが GNC 首相就任。 
2013 年 
1 月 17 日 ジンターンにてカッザーフィー次男サイフ・イスラームの初公判。 
2 月 10 日 2013 年度予算が成立、総額 660 億ディナール（約 530 億米ドル）。 
5 月 5 日 GNC、「政治的罷免法」を可決。 
5 月 28 日 マガリエフの GNC 議長退任。「政治的罷免法」の対象者。 
6 月 5 日 リビア政府、石油公社、リビア航空、リビア保険、投資ファンドの 4 機関の本
社を首都トリポリからベンガージーに移転する政令を公布。 
6 月 25 日 ヌーリー・アブーサフメイン議員が GNC 議長就任。 
7 月 16 日 GNC、憲法起草委員 60 名を選出する選挙法を可決。 






10 月 5 日 米軍がトリポリでアル＝カーイダ幹部のアブー・アナス・リービーを拘束。 
10 月 10 日 ザイダーン首相がトリポリで民兵組織に一時的に拉致・拘束される。 
11 月 24 日 GNC、少数民族のベルベル、トゥアレグ、トゥーブの言語の公用語化を否決。 
12 月 4 日 GNC、イスラーム法を全ての立法と国家組織の基礎とすることを決議。 
12 月 23 日 GNC、任期を 2014 年 12 月 24 日まで暫定的に延長すると決議。 
2014 年 
1 月 26 日 リビア保有の化学兵器の廃棄作業が完了。 
2 月 20 日 憲法起草委員会選挙。 
2 月 26 日 憲法起草委員会の再選挙。 
3 月 6 日 リビア友好国閣僚級ローマ会議の開催。 
3 月 8 日 北朝鮮国旗を掲げたタンカーがシドラ湾石油積み出し港に入港。 
3 月 11 日 ザイダーンが GNC の不信任案決議により首相退任。ドイツに亡命。 
3 月 14 日 国連安保理、UNSMIL の活動期間の 12 カ月延長を決議。 
3 月 17 日 米特殊部隊がシドラ石油積み出し港からの密輸石油タンカーを拿捕。 
4 月 8 日 アブドゥッラー・アッ＝スィニーが GNC 暫定首相就任。 
4 月 13 日 アッ＝スィニーが GNC 暫定首相退任。 
5 月 4 日 アフマド・マイティークが GNC 暫定首相就任。 
6 月 9 日 マイティークが GNC 暫定首相退任。 
6 月 15 日 米国政府、米国領事館襲撃事件の容疑者アフマド・アブー・ハッターラを拘束。 
6 月 25 日 代表議会（House of Representatives: HoR）選挙。 
7 月 13 日 トリポリ国際空港での民兵組織間の戦闘が激化。 
国際機関や在外公館の退避が続出。 
8 月 4 日 トブルクにて HoR 初会合、アクィーラ・サーリフ・イッサが議長、アッ＝スィ
ニーが首相就任。 
8 月 23 日 「リビアの夜明け」がトリポリ国際空港を支配したとの報道。 
8 月 25 日 GNC 議員が GNC 存続の正当性を主張、政治主体として残存。 
ウマル・ハーシーが「国民救済政府」首相就任。 
8 月 26 日 エジプト・UAE がトリポリ近郊のマイティーガ空港を空爆。 
9 月 14 日 ベルナルディノ・レオンが UNSMIL 代表就任。 






9 月 29 日 ガダーミスにおいて UNSMIL の仲介による GNC と HoR の和平協議。 
10 月 3 日 「ダルナ青年イスラーム評議会」が「イスラーム国（IS）」に忠誠表明。 
10 月 11 日 潘基文国連事務総長、リビアを再訪、GNC と HoR の和平を呼びかけ。 
10 月 21 日 HoR、ハリーファ・ハフタル退役将校との公式な同盟関係樹立を宣言。 
11 月 6 日 リビア最高裁、選挙プロセスに問題があるとして HoR を無効判決。 
11 月 19 日 国連安保理決議 2174 号発出、ベンガージーとダルナのアンサール・シャリー
アをテロ組織認定。 
2015 年 
1 月 2 日 アル=カーイダ幹部アブー・アナス・リービーが米国で病死。 
1 月 14 日 国連仲介のリビア和平交渉がスイス・ジュネーブで開始。GNC は参加を拒否、 
1 月 24 日 アンサール・シャリーア、指導者ムハンマド・ザハーウィの戦士を発表。 
1 月 25 日 国連仲介のリビア和平交渉第 2 回目がジュネーブで開始。GNC は参加を拒否。 
1 月 27 日 トリポリのコリンシア・ホテルが襲撃され、「IS トリポリ州」名義の犯行声明
が発出。 
2 月 2 日 HoR、「政治的罷免法」を撤回。 
2 月 11 日 ガダーミスにおいて UNSMIL の仲介による GNC と HoR の第 2 回和平協議。 
2 月 15 日 IS がエジプト人コプト教徒 21 名を斬首する映像を公開。 
2 月 16 日 エジプト政府、IS によるエジプト人殺害への報復としてリビア国内を空爆。 
2 月 20 日 東部クッバで「IS バルカ州」による連続自爆テロ攻撃。 
3 月 17 日 HoR が石油公社を独自に設立。 
3 月 2 日 HoR がハリーファ・ハフタルの中将昇格と国軍総司令官任命を可決。 
3 月 5 日 モロッコ・スヘイラートにて GNC と HoR の和平交渉開始。 
3 月 23 日 ベルギー・ブリュッセルにて UNSMIL 主催のリビア和平会議。 
3 月 27 日 国連安保理、UNSMIL の任期を 2015 年 9 月 15 日まで延長。 
3 月 31 日 ハーシーが「国民救済政府」首相退任。 
ハリーファ・グワイルが「国民救済政府」首相就任。 
4 月 15 日 モロッコ・スヘイラートにて GNC と HoR の和平交渉が再開。 
4 月 19 日 IS がエチオピア人キリスト教徒約 30 人処刑動画を公開。 
5 月 17 日 2015 年度予算が成立、総額 440 億ディナール（約 320 億米ドル）。 
6 月 3 日 IS がエリトリアのキリスト教難民ら 88 人を拘束。 
6 月 9 日 IS がスルトの完全制圧を宣言。 





6 月 20 日 過激派組織「ダルナ聖戦士シューラー評議会」がダルナを拠点とする IS を掃討。 
6 月 26 日 モロッコ・スヘイラートにて GNC と HoR の和平交渉再開。 
7 月 11 日 IS、ダルナからの撤退を認めた動画をウェブ上に公開。 
7 月 12 日 モロッコ・スヘイラートにて GNC と HoR の和平協定の仮調印式。 
7 月 28 日 トリポリ裁判所、サイフ・イスラームおよび元情報機関トップのサヌーシー被
告ら旧政権高官 8 人に死刑判決。 
8 月 12 日 UNSMIL、ジュネーブでの和平交渉の完了を発表。 
8 月 31 日 IS、トリポリのメリタ石油・ガス会社本社前で自動車爆弾攻撃。 
9 月 10 日 国連安保理、UNSMIL の任期を 2016 年 3 月 15 日まで延長。 
9 月 22 日 レオン UNSMIL 代表が GNC と HoR の「最終和解案」を提示。 
10 月 6 日 憲法起草委員会、憲法草案を発表。 
10 月 5 日 HoR、10 月 20 日に期間満了となる任期を新政府の樹立まで延長する決議。 
11 月 14 日 米軍、IS 幹部アブー・ナビール・アンバーリーを空爆で殺害。 
11 月 27 日 チュニジア・チュニスにて国民合意政府（Government of National Accord: 
GNA）構想に反対する GNC と HoR の議員が会合。 
11 月 17 日 マーティン・コブラーが UNSMIL 代表就任。 
12 月 17 日 モロッコのスヘイラートにて「リビア政治合意」締結。 
12 月 23 日 国連安保理決議 2259 号発出、「リビア政治合意」を歓迎。 
2016 年 
1 月 4 日 IS、シドラおよびラース・ラヌーフの石油輸出基地を攻撃。 
1 月 8 日 IS、西部ズリテンの警察施設で自爆テロ、65 人死亡。 
1 月 19 日 執行評議会（Presidential Council）、「リビア政治合意」に基づく国民合意政
府（GNA）の閣僚 32 人を発表。 
1 月 21 日 IS、ラース・ラヌーフの石油輸出基地を再度攻撃。 
1 月 25 日 HoR、GNA の 32 名の閣僚名簿案を拒絶。 
1 月 28 日 オバマ米大統領、国家安全保障会議にてリビアでの対テロ作戦への支援強化の
指示。 
2 月 3 日 憲法起草委員会、2 回目の憲法草案を発表。 
2 月 15 日 GNA、省庁担当の国務大臣 13 名と特命担当の国務大臣 5 名で構成される新た
な内閣案を発表。 






2 月 26 日 HoR が独自に設立した石油公社が米系石油会社ロイドキャピタル・パートナー
ズと原油輸出契約を締結。 
3 月 17 日 EU、アブーサフマイン GNC 議長、グワイル GNC 首相、サーレハ HoR 議長
への経済制裁を決定。GNA 設立の妨害が要因。 
3 月 30 日 サッラージュ GNA 首相ほか GNA メンバーがチュニジアからトリポリ入り。 
4 月 1 日 国連安保理、GNA のトリポリ入りを歓迎する声明を発出。 
4 月 2 日 リビア石油公社、GNA 支持を表明。 
4 月 5 日 GNC 内の GNA 支持派の議員、「リビア政治合意」と GNA を承認し、GNC
解散と「国家評議会」の設立を宣言。グワイルが「国民救済政府」首相退任。 
4 月 10 日 オバマ米大統領、大統領在任中の最大の過ちはリビア介入政策と発言。 
5 月 7 日 ハフタル将軍率いる「リビア国民軍」が中部沿岸ジュフラ全域を支配、空軍基
地や石油施設を掌握。 
5 月 15 日 東西に分裂した石油公社のトップがオーストリア・ウィーンにて会談、統合に
向けて合意。 
5 月 18 日 IS の攻撃により GNA 部隊兵士 32 人が死亡。 
5 月 14 日 GNA、HoR の最終承認を得ないままトリポリにおいて政治業務を開始。 
5 月 16 日 ウィーンにて欧米、露、アラブ、EU、UNSMIL、アラブ連盟、AU の外相級会
合。GNA の対 IS 作戦のため武器入手支援で合意。 
6 月 2 日 GNA 勢力がスルトの IS 拠点への攻撃開始。 
6 月 13 日 国連安保理、リビア沖の公海上での武器密輸船取締り強化を決議。 
8 月 1 日 米軍、スルトの IS 拠点への空爆を開始。 
8 月 16 日 リビア西部でチュニジアの IS 幹部アブー・ナシームが拘束される。 
8 月 17 日 GNA 勢力、米軍の空爆によりスルト中心部をほぼ制圧。 
8 月 22 日 HoR、GNA 承認を再度否決。 
8 月 27 日 化学兵器禁止機関、化学兵器に転用可能な物質のリビア国外への搬出完了。 
9 月 16 日 カイロにてサッラージュ GNA 首相とサーレハ HoR 議長との会談。 
9 月 21 日 GNC から派生した「国家高等評議会」が新たな立法機関として活動すること
を宣言。 
10 月 14 日 グワイル GNC 首相率いる勢力がトリポリにてクーデター未遂。 
10 月 22 日 GNA 系勢力、スルトでの戦闘で IS から外国人 13 人を解放。 






12 月 13 日 国連安保理、UNSMIL の任期を 2017 年 9 月 15 日まで延長。 
12 月 17 日 GNA が IS 掃討作戦の終了を発表。 
12 月 18 日 潘基文国連事務総長、「リビア政治合意」締結 1 周年に当たって聞き解消を呼
びかける声明発出。 
12 月 21 日 米アフリカ軍、IS 掃討作戦の終了を発表。 
12 月 26 日 ハフタル将軍率いる「リビア国民軍」が敵対する民兵組織の拠点を空爆。以降、
南部地域への侵攻を進める。 
2017 年 
1 月 11 日 ロシア、ハフタル「リビア国民軍」将軍らをロシアの空母「アドミラル・クズ
ネツォフ号」に招待。 
2 月 3 日 EU、リビア経由の移民・難民の抑制を目指す「マルタ宣言」を採択。 
2 月 14 日 エジプトでサッラージュ GNA 首相とハフタル将軍の対話会議が設けられた
が、ハフタル将軍の拒否により直接対話は実現しなかった。 
2 月 20 日 チュニジアで、チュニジア、アルジェリア、エジプトの 3 カ国外相がリビア問
題を協議、「チュニス宣言」を採択 
3 月 3 日 民兵組織「ベンガージー防衛部隊」がシドラおよびラース・ラヌーフ石油輸出
基地を攻撃、占拠した。 
3 月 14 日 「リビア国民軍」は「ベンガージー防衛部隊」に占拠されていたシドラおよび
ラース・ラヌーフ石油輸出基地を奪還した。 
3 月 18 日 米軍、スルト郊外の IS キャンプを空爆、戦闘員 80 人以上を殺害したと発表。 
  
5 月 8 日 アルジェリアにてリビア近隣の 11 カ国によるリビア問題解決のための外相休
会合が開催 
5 月 16 日 ハフタル将軍が指揮する「尊厳作戦」の開始から 3 年が経過。 
5 月 27 日 リビアの過激派組織アンサール・シャリーアが解散宣言を発表。 
6 月 1 日 GNA の最高意思決定機関「大統領評議会」、リビアを 7 つの軍事地域に分割
すると発表。 
6 月 9 日 カッザーフィーの次男サイフ・アル＝イスラームが釈放されたと発表された。 
6 月 12 日 国連安保理は安保理決議 2357 を採択、リビアへの武器禁輸の徹底のための監
視行動を承認。 
6 月 30 日 フランスのルドリアン外相が「ハフタルはリビア問題の解決策の一部」と発言。 





7 月 15 日 サッラージュ GNA 首相、2018 年 3 月に大統領と議会の選挙を行うと発表。 
8 月 5 日 UNSMIL 新代表に就任したガッサーン・サラーマがリビア初訪問、サッラージ
ュ GNA 首相らと会談。 
8 月 29 日 リビア中央銀行、過去 3 年の石油減産で 1,600 億ドルの損害が出たと発表 
9 月 4 日 NATO、リビア周辺地域を監視するための新たな組織「NATO 戦略南方ハブ」
の設立を発表。 
9 月 20 日 サラーマ UNSMIL 代表は新たなリビア和平案「リビアのためのアクション・
プラン」を発表。憲法制定や大統領選挙のためのロードマップ策定など。 
11 月 14 日 米 CNN、リビアで行われた「奴隷取引」を撮影したとみられる映像を放送。 
12 月 6 日 リビア高等選挙管理委員会、2018 年に予定される大統領・議会選挙に向けた有
権者登録を開始したと発表。 
12 月 6 日 サラーマ UNSMIL 代表、リビアの移行期間は 2018 年中に完了すると発言。 
12 月 7 日 国連安保理、第 8122 回会合でリビア国内の移民が奴隷として扱われている状
況を危惧する声明を発出。 
12 月 13 日 国連安保理と UNSMIL、「リビア政治合意」は当初の期限であった 12 月 17
日以降も有効であると発表。 
12 月 17 日 ハフタル司令官、「リビア政治合意」の失効を宣言。 
2018 年 
1 月 11 日 化学兵器禁止機関によるリビアの化学兵器の破壊が完了。内戦以降、ドイツに
移送されて破壊作業が進められていた。 
3 月 20 日 カッザーフィーの次男サイフ・イスラームの支援団体が、2018 年に予定される
大統領選への立候補を発表。 
3 月 31 日 大統領・議会選挙に向けた有権者登録の締め切り。登録者は在外も含めて 243
万人超、有権者全体の約 53％。 
4 月 2 日 GNA はリビア西部での新たな IS 掃討作戦「国家の嵐」を開始したと発表。 
4 月 5 日 UNSMIL が主導する国民対話会議の第 1 弾が、西部のズワーラと東部のベンガ
ージーで開催。 




5 月 2 日 トリポリの高等選挙委員会事務所を IS が自爆テロ攻撃。 






6 月 14 日 リビア東部の油田地帯を民兵組織「石油施設防衛隊」が攻撃し、リビアの産油
量は約 45 万 b/d、原油貯蔵能力は 40 万バーレル落ち込んだ。 
6 月 25 日 「リビア国民軍」がリビア東部の石油施設を制圧、港も封鎖した。これにより、
リビア東部からの石油輸出は全面的に停止した。 
7 月 11 日 ハフタル司令官は東部の石油地帯を NOC に引き渡した。これに伴い、NOC は
東部の石油施設のフォース・マジュールを解除した。 
8 月 4 日 IOM、リビア国内に約 68 万人以上の不法移民が滞在すると発表。 
9 月 10 日 NOC のトリポリ事業所を IS が自爆テロ攻撃。 
11 月 8 日 国連安保理にて、サラーマ UNSMIL 代表は 2018 年中の選挙実施という計画の
取り止めを発表。 
11 月 13 日 イタリアのパレルモにてリビアの和平に関する国際会議が行われ、リビアの主
勢力や外国の代表団が参加、今後の政治プロセスについて協議。 
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